
平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４８ 

要  望  内  容 回     答 

 

七 災害に強く，安心して住み続けられるまちづくりを 

◆災害に強いまちづくりを 

２４８ 京都型耐震リフォーム支援事業は予算とメニュ

ーの大幅な拡充を図ること。木造住宅及び京町家等耐

震改修支援事業など，他の耐震改修支援事業について

も予算の拡充を図ること。 

 

 

 

○ 「京都市建築物耐震改修促進計画」に掲げる目指すべき指標である住宅・建築物

の耐震化率９０％の達成に向け，平成２５年度においては，不特定多数の者が利用

する大規模建築物等への耐震診断の義務等が盛り込まれた耐震改修促進法が平成 

２５年１１月２５日に施行されたことに伴い，当該建築物等の耐震化を促進するた

め，耐震診断費の一部を助成する補助制度を創設するなど，更なる取組の充実を図

っているところです。 

  また，平成２５年度に支援件数を大幅に拡大したまちの匠の知恵を活かした京都

型耐震リフォーム支援事業については，平成２６年度も引き続き同規模の予算によ

り，市民の耐震化への取組を強力に後押しします。 

 

○ さらに，平成２６年度においては，これまでに実施した施策の実績を踏まえ，密

集市街地や細街路において，幅員が４メートル未満の袋路などに面する建物等に対

し，耐震改修工事と併せて防火改修工事を行う場合の助成額の充実，分譲マンショ

ンの耐震改修助成事業の利用要件を緩和し，市民の方々が利用しやすい制度の見直

しを図ってまいります。 

 

○ 今後も引き続き，関係局の連携の下，調整会議を定期的に開催し，耐震化に関す

る認識及び課題の共有等を行うとともに，公民一体となった耐震ネットワークによ

る市民等への普及啓発等の取組を強力に推進し，地震災害に強い安心安全なまちづ

くりに努めてまいります。 

  

（平成２６年度予算額） 

 ・木造住宅耐震診断士派遣事業           １２，８５７千円 

 ・京町家耐震診断士派遣事業            ２８，０８０千円 

 ・分譲マンション耐震診断・耐震改修計画作成助成事業 

                          １０，０００千円 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４８ 

要  望  内  容 回     答 

 ・特定既存耐震不適格建築物耐震診断助成事業    １０，０００千円 

 ・特定既存耐震不適格建築物耐震改修助成事業        債務負担 

 ・木造住宅耐震改修計画作成助成事業        １６，０２９千円 

 ・特定既存耐震不適格建築物耐震改修計画作成助成事業 

                          １５，０００千円 

 ・耐震ネットワークによる普及啓発等の耐震化対策  ２９，５５８千円【充実】 

 ・木造住宅耐震改修助成事業           ２８４，３５７千円【充実】 

 ・分譲マンション耐震改修助成事業             債務負担【充実】 

 ・既存耐震不適格建築物耐震診断助成事業     １６５，４００千円【充実】 

 ・既存耐震不適格建築物耐震改修計画作成助成事業  １６，６６５千円【新規】 

 ・既存耐震不適格建築物耐震改修助成事業 

  ２３，０００千円，債務負担【新規】 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４９ 耐震化の必要な重要橋梁９２橋の内，耐震改修

の計画がない３０橋については，早急に改修計画を立

てること。９２橋以外の橋梁についても，耐震化と必

要な老朽対策を早急に進めること。 

 

○ 阪神・淡路大震災を契機に，平成７年度から緊急輸送道路上の１５ｍ以上の橋り 

ょう及び跨線・跨道橋９２橋を都市防災上重要な橋りょうと位置付け，耐震補強工 

事を進めているところです。 

 

○ 平成２３年３月に発生した東日本大震災を踏まえ，平成２３年１２月に策定した

「いのちを守る 橋りょう健全化プログラム」（第１期プログラム：平成２４～ 

２８年度）に基づき，耐震補強が必要な５２橋のうち，他都市からの支援ルートと

なる道路や市内幹線道路上の橋りょうなど２２橋を優先し耐震補強を進め，残る３

０橋については，５年ごとのプログラム見直し時に具体的な取組目標を定めてまい

ります。また，老朽化修繕については，早急に修繕を行う必要がある３７橋を優先

し，進めてまいります。 

 

（平成２５年度２月補正予算額） 

 ・橋りょう耐震補強，老朽化修繕   １１０，０００千円 

 

（平成２６年度予算額） 

・耐震補強，老朽化修繕     ３，０９２，６６１千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

～平成２３年度  都市防災上重要な橋りょうのうち４０橋の耐震補強を完了 

 平成２４年度～ 「いのちを守る 橋りょう健全化プログラム」 

          第１期プログラムの推進（平成２８年度まで） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５０ 吊り天井については，国の改正された施行令に

基づき，既存建築物についても落下防止対策を指導す

ること。 

 

○ 既存建築物の吊り天井については，定期報告の際，国土交通省の技術的な指針を

踏まえた対策を実施するよう指導するとともに，事故防止に係る周知啓発を行って

います。 

  また，吊り天井に係る基準については，平成２５年７月１２日に公布された改正

建築基準法施行規則によって明確化され，平成２６年４月１日に同規則が施行され

るため，今後は当該基準に基づき，既存建築物についても，定期報告の際に指導を

行ってまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５１ トンネルの安全点検については，点検を検証で

きる専門技術職員の育成や採用をすすめるとともに，

改修を早期に行い，安全の確保をはかること。 

 

○ 本市では，平成２４年度に発生した笹子トンネルの事故を受け，市内全１７トン

ネルの点検を実施しており，ジェットファンや照明灯などのトンネル附属物につい

ては平成２４年度に，トンネル本体については平成２５年度に点検を完了しまし

た。また，この点検結果を受け，詳細調査が必要なトンネルについては，平成２５

年度中に詳細調査を実施してまいります。 

 

○ 今後，点検・詳細調査結果に基づき，健全度を評価し，緊急輸送道路指定の有無

や交通量等を勘案して修繕計画を策定し，順次修繕工事等を実施してまいります。 

  

○ なお，上記の点検については，事務経験と専門的知識を必要とすることから，委

託業務にて実施しています。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・トンネル設計委託費 １０，１４３千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５２ 急傾斜地の対策を強化するとともに，新たに液

状化危険地域対策を具体化すること。 

 

○ 急傾斜地の対策については，「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」

に基づき，事業を実施する京都府と連携し，斜面地の状況等を踏まえ，対策を優先

すべき箇所の選定を行ってまいります。とりわけ，要配慮者利用施設については，

優先して危険区域指定等の必要な対策に取り組んでまいります。 

 

○ 液状化対策については，東日本大震災での被害実態を踏まえ，国における検討状

況を注視しつつ，市域での液状化の危険度の高い地域等の調査やライフライン対策

など効果的な施策を検討してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・急傾斜地崩壊防止対策 ２，７２５千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２３年度 左京区久多地区において，急傾斜地崩壊危険区域の指定に向けた測 

        量，地質調査等を実施 

 平成２４年度 同地区において，急傾斜地崩壊危険区域指定 

        工事対象箇所の用地買収，工事設計等を実施 

 平成２５年度 同地区において，工事対象箇所の対策工（擁壁工）を実施 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５３ 宅地の地すべり危険地域の対策を抜本的に強化

すること。また，国，府とも連携し，土砂崩れ危険箇

所の災害防止対策を抜本的に強化すること。 

 

○ 宅地の地すべり危険地域については，大規模盛土造成地対策として，第一次調査

（盛土の位置及び箇所数を把握するための調査）の結果を基に，大規模盛土造成地

マップ及び解説リーフレットを作成・公表し，市民の皆様への周知に努めていると

ころです。 

  また，現在，第一次調査の結果を踏まえて，第二次調査（現地調査・安定計算

等）の実施に向けた作業実施計画の策定を進めております。 

  引き続き，国や他都市の動向を注視しつつ，第二次調査実施に向けた地元住民と

の合意形成を図るため，具体的手法や事業実施上の課題の検討を行い，平成２６年

度に作業実施計画を取りまとめることとしています。 

  

○ 土砂崩れの危険な箇所については，「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

策の推進に関する法律」（土砂災害防止法）に基づき，京都府による砂防基礎調査

が終了した地域から順次，京都府知事が土砂災害（特別）警戒区域の指定を行って

います。 

  本市は，速やかに指定が進むよう，京都府と連携して地元説明等を行うととも

に，指定された対象区域ごとの情報伝達及び警戒避難体制の整備等について，関係

局区と連携した取組を行っております。 

 

（平成２６年度予算額） 

・大規模盛土造成地変動予測調査 ６，６２９千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年～  土砂災害（特別）警戒区域の対象区域ごとの情報伝達及び警戒 

避難体制整備 

         土砂災害（特別）警戒区域内にある要配慮者利用施設への土砂 

災害警戒情報の伝達 

 平成２４年３月 大規模盛土造成地第一次調査の着手 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５３ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２５年１月 調査結果を大規模盛土造成地マップとして公表 

         解説リーフレットの配布 

      ５月 第二次調査実施計画の策定作業に着手 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５４ 都市公園の整備目標（１０ｍ２／人）の達成に向

けて，整備を促進すること。既存の公園の防災機能を

強化すること。 

 

○ 既存の公園の防災機能の強化については，かまどベンチ，防災ベンチ，マンホー

ルトイレ等の防災設備を地域からの要望を踏まえ，必要に応じて整備するほか，老

朽化した公園の再整備と合わせて整備しております。 

 

○ また，都市公園の整備については，平成３７年度末時点での目標である１０㎡／

人の達成に向け，より一層の整備推進を図ってまいります。 

 

（平成２５年度２月補正予算額） 

 ・公園施設整備   ７，６３０千円 

 

（平成２６年度予算額） 

・公園施設整備 ５３４，９９７千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜公園施設＞ 

 ・平成１８年度以降に防災設備を整備した公園（平成２４年度末まで） 

  かまどベンチ２３公園（２８基），防災ベンチ５公園（８基） 

   マンホールトイレ１７公園（５８基） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５５ 国・府と協議を行い，集中豪雨による河川の急

な増水への対策を強めること。内水災害を含め浸水地

域の計画的な改修をすすめること。災害時などに，市

民の命と財産を守ることに市の責任が持てるよう，土

木事務所等の職員増員をはじめ，体制の見直し・強化

を図ること。 

 

○ 台風１８号による被害を受け，桂川の洪水対策として，浚渫や中州の樹木伐採な

どの対策を国に強く要望してきたところ，桂川の緊急的な治水対策に取り組むこと

が発表されました。引き続き，景観に配慮した治水対策の実施を要望してまいりま

す。 

 

○ また，京都府に対しても，浸水被害を最小限にする対策を検討し実施するよう緊

急に要望するとともに，府と市で協議を行い，被害状況の共有を図り，今後の対策

について検討しております。 

 

○ 今後も，引き続き，国や府とも更なる連携を図り，浸水被害の最小化に向けて，

取り組んでまいります。 

 

○ 本市の河川改修事業については，都市部を流れる河川流域における治水安全度向

上を目的として，概ね１０年に１回の確率で発生することがある大雨に耐えること

ができる都市基盤河川改修事業を下水道事業と連携を図りながら実施しておりま

す。 

  河川改修事業は完了するまでに多大な費用と時間を必要とするため，関係部局が

連携し，森林保全や農地における保水機能向上の取組やグランドや公園を利用した

雨水貯留施設整備などのハード対策とともに，官民協力の地下街水防体制や警戒避

難体制の構築など，ソフト対策も含め取組を推進することで，浸水被害の軽減に努

め，今後も更なる対策の強化を図ってまいります。 

 

○ 災害時においては，被害の発生状況に応じて，みどり管理事務所や本庁から土木

事務所へ応援職員を派遣することにより必要な人員を確保することとしております

が，今後は，局を超えた柔軟な応援体制や地域の消防団，水防団等との連携など，

体制の強化を図ってまいります。 

 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５５ 

要  望  内  容 回     答 

（平成２５年度２月補正予算額） 

・都市基盤河川改修事業  ３８５，９００千円 

・第二太田川浸水対策事業  ５３，４５０千円 

 

（平成２６年度予算額） 

・都市基盤河川改修事業  ２７８，２３５千円 

・第二太田川浸水対策事業  ２１，６４９千円 

・普通河川緊急対策事業   ７５，８００千円【新規】 

・一般排水路改良補修    ９４，２０２千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年 ４月 「雨に強いまちづくり推進計画」策定 

 平成２２年度～  「雨に強いまちづくり推進計画」に基づく検討会， 

          研究会の実施 

 平成２５年１０月 「普通河川整備プログラム」策定 

 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５６ 元小・中学校の耐震化を早急に実施すること。

統合対象校についても耐震化を実施すること。すべて

の高校の耐震改修計画を作成し早急に実施すること。

つり天井や非構造部材の総点検については早期に完了

し，対策を講じること。 

 

○ 学校統合等に伴う閉校施設の耐震化については，平成２５年度までに実施してい

る耐震診断の結果を踏まえ，必要な対応を検討してまいります。 

 

○ 高校の耐震化については，「新しい工業高校」の整備を進めていく中で，引き続

き，必要な対応を検討してまいります。 

 

○ 学校施設の天井や壁，照明器具などの非構造部材の耐震化については,教職員に

よる日常的な点検や専門家による法定点検の結果を踏まえ,必要度・緊急度に応じ

て,限られた予算を効率的・計画的に執行する中で取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

・学校施設の非構造部材等耐震化推進事業  ５０，０００千円 

 ・学校体育館等つり天井等脱落防止対策  ６４２，０００千円【新規】 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５７ 「京都市水共生プラン」を条例化し，全庁的な

取り組みを強めること。 

 

○ 「京都市水共生プラン」の推進に向けた全庁的な取組としては，「京都市水共生

プラン推進会議」を毎年度開催し，行動計画の策定及び本市公共事業における雨水

流出抑制施設の整備促進を図っております。平成２３年度からは，京都が水に関す

る市民意識の高いまちとなることを目指し，次世代を担う子供たちに，水共生学習

会を開催しており，今後も，更なる啓発に努めてまいります。 

 

○ 「京都市水共生プラン」の条例化については，雨水流出抑制対策を進めるに当た

って，市民や事業者との連携の在り方等の課題があるため，慎重に検討を進めてま

いります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１６年 ３月    「京都市水共生プラン」策定 

平成１７年 ４月    「京都市雨水流出抑制対策実施要綱・細目」施行 

 ８月    「京都市水共生プラン行動計画」策定（※以降毎年度策 

            定） 

１０月    「京都市雨水流出抑制施設設置技術基準」施行 

平成１８年 ８月    啓発チラシ「雨水流出抑制のススメ」発行 

平成２０年 ３月    「京都市水共生プラン（概要版）リーフレット」発行 

平成２１年 ３月～平成２２年７月末  

            「水に関するアンケート」を実施 

 ８月    シンボルマークの運用を開始し，利活用について関係所 

            属に周知 

平成２２年１０月    水に関する支援制度を取りまとめたポスター，チラシ 

            「もっともっと，水を身近に！水共生ｅｃｏプラン」を 

            発行 

 平成２３年６月，１０月 水共生学習会等を開催 

 平成２４年６月， ９月 水共生学習会等を開催 

 平成２５年７月， ９月 水共生学習会等を開催 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５８ 地下街，地下鉄および地下鉄駅への浸水対策を

全庁的な体制をとっておこなうこと。 

 

○ 地下街，地下鉄駅等の大規模な地下施設については，水防法の改正により，これ

までの避難確保計画の作成に加え，浸水防止計画の作成，訓練の実施，自衛水防組

織の設置が義務となっております。 

  本市では，浸水防止計画に基づき，地下鉄における浸水時の対応マニュアルとし

て，「大雨・洪水警報発表時の取扱い」等を定め，災害時に駅係員が適切に対応で

きるよう，定期教育訓練において，土のうの取扱訓練を行っております。また，地

下鉄各駅での浸水防止対策として，出入口を全面の歩道より高くするほか，浸水が

避けられなくなった場合に備え，全駅に土のうを配備するとともに，洪水時に水深

が高くなることが予想される駅には止水版を設置することとしています。 

  さらに，公共下水道事業については，浸水発生時に重大な被害が予想される地下

街等において，雨水幹線等の整備により，重点的に浸水被害の最小化を図ってまい

ります。 

 

○ また，従来どおり集中豪雨や台風等により浸水発生のおそれがあるときは，多メ

ディア一斉送信装置を活用して，電話，メール及びＦＡＸで，気象警報，洪水予報

及び避難情報を伝達し，迅速な避難を促すなど，浸水時の被害を防ぐ対策を行って

まいります。 

 

○ なお，平成２５年９月の台風１８号による地下鉄東西線雨水流入の大きな原因と

なった安祥寺川については，京都府が管理している河川ですが，府の河川担当部局

と協議を行い，台風１８号による被害状況の共有を図るとともに，浸水被害を最小

限にとどめる対策について検討しながら，まず，短期的に実施できる対策を府市が

協調し，実施してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・公共下水道事業（浸水対策） ４，０２８，０００千円 

 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５８ 

要  望  内  容 回     答 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１８年度～ 地下施設に対する避難確保計画の作成指導 

平成２１年度～ 水災情報システムの情報伝達機能への登録を指導するとともに，

登録された地下施設に気象，河川水位等の情報伝達を開始 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５９ 左京区一乗寺松原町の上下水道局管理の沈砂池

の越流の原因を明らかにするとともに対策を講じるこ

と。 

 

○ 沈砂池の越流の原因は，台風１８号に伴う大量の雨水が沈砂池に流入したことに

よるものと考えられるため，越流の防止対策として平成２５年度中に，沈砂池の壁

のかさ上げ（約２０ｃｍ）を実施します。今後も引き続き，定期的に沈砂池内の浚

せつを行い，適切な維持管理により有効容量を確保してまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６０ 消防職員８０人の削減計画は撤回すること。 

 

○ 本市の人口当たりの消防職員数は，市域が広大であり，文化財や木造家屋が多い

といった本市の都市特性やこの特性を踏まえた職員配置の経過から，他の政令指定

都市と比較して多い状況となっております。 

  一方，年々増加する救急要請への対応や，小規模な火災のうちに消火するための

戦術の見直しに取り組んでいるところであり，市民サービスや消防力を低下させな

いことを前提に，今後も人員配置の効率化に努めてまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６１ 消防車，消防職員，消防団など人員と装備の両

面で増強すること。 

 

○ 消防救急体制の増強については，平成２５年４月の寺町消防出張所への救急隊配置

等や，これに伴う効率的な職員配置を進めるとともに，引き続き消防活動総合セン

ターの活用による，高度な知識と能力を備えた職員の育成を進めてまいります。 

 

○ 消防団については，幅広い募集活動等により団員の確保に努めるとともに，消防

団の活動に即した装備の増強に努めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・消防自動車整備       ４２５，５００千円 

 ・消防指令システム更新整備  ８４１，０００千円 

 ・消防救急無線デジタル化整備 ６３５，０００千円 

 ・消防団管理         ３１６，７００千円 

 ・消防団車両整備        １７，５００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年１０月 塩小路消防出張所を整備し，特殊災害に対応できる救助隊を新 

          たに配置 

      １２月 大原消防出張所を移転・整備し，救急隊を新たに配置 

 平成２３年 ９月 消防ヘリコプターの２４時間運航を開始 

 平成２４年 ４月 東寺消防出張所に救急隊を新たに配置 

      １１月 上京消防署及び東山消防署に速消小型水槽車を新たに配置 

      １２月 全ての消防団本部及び消防分団にバルーン型照明設備を配備 

 平成２５年 ４月 寺町消防出張所に救急隊を新たに配置 

       ９月 東寺消防出張所を京都駅八条口西側（京都駅西消防出張所）に 

          移転 

      １０月 中京消防署，下京消防署及び右京消防署に速消小型水槽車を新 

          たに配置 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６２ 消防職員の休憩設備の充実など，労働条件の改

善をはかること。 

 

○ 消防職員の勤務環境については，全消防署所の仮眠室の個室化及び女性消防吏員

の浴室整備を完了しています。今後も消防職員委員会に提出された意見等を尊重

し，消防職員の勤務環境の改善に努めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・消防署所整備 １６４，０００千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６３ 消防団の器具庫・詰所は京都市が責任を持って

耐震化と拡充をすすめること。消防団員の報酬制度の

導入や出動手当の引き上げなど処遇改善にいっそう努

めること。また，水防団員の処遇改善をすすめるこ

と。 

 

○ 消防団施設の耐震化と拡充については，消防団施設の補助金制度を優先的に活用

し，消防団施設を長年にわたり維持されてきた消防団や自治会等の方々との緊密な

連携の下，耐震改修等が早急に進められるよう努めてまいります。 

 

○ 消防団員の待遇改善については，消防団の活動実態にあった手当となるよう，手

当支給の基準及び対象範囲の見直しを行っております。また，台風１８号被害を踏

まえた安全対策としてライフジャケットを増強配備するなど，装備面の改善にも努

めているところです。 

  今後も社会情勢を見据えたうえで，消防団員の処遇改善に努めてまいります。 

 

○ 本市では近隣市町と一部事務組合を設立し，水防事業を実施しております。水防

団員の出勤手当の引上げ等の処遇改善については，社会の動向等を勘案し，検討し

てまいります。 

  また，水防団員が水防活動に従事する際に必要な救命胴衣については， 出水期

までに配備してまいります。  

  

（平成２６年度予算額） 

 ・消防団施設新築等補助金  ２５，０００千円 

 ・消防団手当       ２３３，０００千円 

 ・消防団給貸与品費     ４８，０００千円 

 ・消防団装備品整備     １７，９３０千円 

 ・水防事務組合負担金    １３，７９７千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜消防団＞ 

  平成１３年度～平成１７年度 

          消防団施設の耐震診断を実施。診断の結果，耐震改修が必要な 

施設は，５６施設。 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６３ 

要  望  内  容 回     答 

  平成１８年度  消防団施設の補助制度を改正し，耐震診断の結果，改修が必要 

とされた消防団施設の修繕に対する補助を充実（補助上限額 

１３０万円→３５０万円，補助率３分の２→５分の４） 

  平成１８年度～ 耐震改修が必要な５６施設のうち，３４施設への耐震改修を実 

          施。（平成２５年１２月末現在） 

  平成２２年度  半袖活動服及び新型防寒衣の導入，普通救命講習実施時の手当

を新設 

  平成２５年度  ライフジャケットの増強配備を実施予定 

 

 ＜水防事務組合＞ 

  澱川右岸水防事務組合，桂川・小畑川水防事務組合においては，毎年３月に水防

定例会（予算議会），５月に合同水防訓練，７月に水防協議会，１１月に水防定例

会（決算議会）及び水防研修会を実施しています。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６４ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆安心して住み続けられるまちづくりを 

２６４ 空き家対策については，地域や民間の協力を得

つつも，行政が中心となった取り組みとすること。 

 

 

・空き家対策の専門の部署と区役所への相談窓口の設

置，局を横断した連絡体制をつくること。 

・現状把握と対策については，区役所単位できめ細かく

行うこと。 

 

 

・危険家屋の解体への補助制度を検討すること。 

 

 

○ 本市では，空き家対策に取り組むうえでの方針を示した『総合的な空き家対策の

取組方針』を平成２５年７月に策定するとともに，平成２５年１２月には「京都

市空き家の活用，適正管理等に関する条例」を制定しました。 

 

○ 平成２６年度は，同条例に基づき，「空き家の発生の予防」「活用・流通の促

進」「適正管理」等の空き家対策を総合的に推進するため，区役所及び関係部局

を含めた連絡・対応体制の整備を図るとともに，官民連携による総合的なコンサ

ルティング体制の整備，商店街振興，観光振興等のまち再生や地域活性化に資す

る空き家の活用を促進するための取組等を実施します。 

 

○ また，危険家屋解体のための補助制度ではありませんが，密集市街地対策とし

て，老朽化した家屋を除却し，その跡地が狭小敷地改善，避難路の確保等，地域

の防災性向上のために利用される場合に当該除却費を助成する制度を創設するこ

ととしています。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・空き家対策推進事業 ２１９，０００千円【充実】 

  ＜内訳＞ 

   空き家に関する普及・啓発 

   官民連携による総合的なコンサルティング体制の整備 

   地域連携型空き家流通促進事業の拡充 

   空き家活用促進制度の創設（改修助成制度やモデル事業の実施） 

   条例に基づく指導・勧告・命令，緊急安全措置等の適正管理対策 

 

 

 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６４ 

要  望  内  容 回     答 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜空き家対策の推進＞ 

  平成２４年度   京都市空き家対策検討委員会での検討 

  平成２５年 ４月 空き家対策推進プロジェクトチームの設置 

        ７月 『総合的な空き家対策の取組方針』の策定 

 

 ＜条例に関する取組＞ 

  平成２５年 ７月 「京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例（仮称）」 

           骨子（案）に関する市民意見募集の実施 

       １２月 「京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例」の制定 

 

 ＜地域連携型空き家流通促進事業に関する取組＞ 

  平成２２年度   上京区春日学区，東山区六原学区で事業開始 

  平成２３年度   北区紫野学区，上京区桃薗学区，西京区福西学区で事業開始 

  平成２４年度   左京区大原学区，東山区粟田学区で事業開始 

  平成２５年度   東山区今熊野学区，西京区洛西ニュータウン（新林・竹の 

           里・境谷・福西学区）で事業開始 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６５ 市営住宅の新規建設をすること。民間住宅の借

上げなど都心部にも市営住宅を供給すること。既存住

宅の建て替えとともに，空き家整備をいっそう促進

し，旧「改良住宅」もふくめ，公募戸数を増やすこ

と。 

 

○ 「京都市住宅マスタープラン」においては，公営住宅の管理戸数は現状程度に留

めることとしています。 

  また，市営住宅を長く有効に活用するため，平成２２年度に策定した「京都市市

営住宅ストック総合活用計画」に基づき，建替えを最小限に抑え，既存住棟の適切

な維持管理と改善を進めてまいります。 

 

○ 改良住宅も含めた市営住宅の空き家整備については，迅速かつ効率的な空き家整

備を進め，今後とも，公募戸数の確保に努めてまいります。 

 

（平成２５年度２月補正予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業等  ４５１，０００千円 

 ・市営住宅管理運営         ７２４，０００千円 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業   ９５５，９８８千円 

 ・市営住宅管理運営       ４，２５６，４２８千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６６ 耐用年数をこえた畳及び浴槽など修繕費が高額

になる部分については，公私の負担区分を見直すこ

と。 

 

○ 市営住宅の修繕負担区分については，京都市市営住宅条例により，構造上重要な

部分や給水施設，排水施設，電気設備などの維持に要する部分は公費負担とし，住

宅の使用に伴い傷んだ畳やガラスの取替えなどの修繕については入居者負担として

おります。なお，平成２５年度から，入居者の負担軽減を図るため，設置後１０年

以上経過した風呂釜については，修繕負担区分を公費負担に見直しました。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６７ 市営住宅の耐震改修を早急に進めること。スト

ック活用計画からも遅れている市営住宅へのエレベー

ター設置を独自の計画をもって早急にすすめること。

その際，入居者の負担増にならないようにすること。

また，高齢者向け住宅の改善を早急にすすめること。 

 

○ 耐震改修や高齢者等対応住戸改善，エレベーター設置等の市営住宅の改善につい

ては，「京都市市営住宅ストック総合活用計画」に基づき進めてまいります。  

 

○ 耐震改修とエレベーター設置等を併せて実施するなど，入居者への負担の軽減等

が見込める事業については，同時に実施します。なお，エレベーター設置等の改善

事業を実施した場合には，国の通知で定められた算出方法に基づき，改善工事を実

施した市営住宅の家賃が上昇することになります。 

 

○ 高齢者向けの住戸改善についても，高齢者等に適切な住環境を提供していくた

め，引き続き取組を進めてまいります。 

 

（平成２５年度２月補正予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業等  ４５１，０００千円 

・市営住宅管理運営         ７２４，０００千円 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業   ９５５，９８８千円 

・市営住宅管理運営       ４，２５６，４２８千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜団地再生事業＞ 

  ・鈴塚市営住宅  平成２５年４月～９月 耐震診断及び概略補強設計 

           平成２５年６月～平成２６年１月 エレベーター設置工事 

           平成２５年７月～１１月 ３号棟～７号棟除却工事 

           平成２５年１２月～平成２７年２月 新棟建設工事 

  ・八条市営住宅  平成２５年４月～１２月 耐震診断及び概略補強設計 

  ・楽只市営住宅  平成２５年４月～平成２６年２月 耐震診断及び概略補強設

計 

（次ページに続く）



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６７ 

要  望  内  容 回     答 

 ＜改善事業＞ 

  ・向島市営住宅  平成２４年６月～平成２５年８月 耐震改修及びスロープ設

置工事 

  ・西野山市営住宅 平成２５年１０月～平成２７年６月 耐震改修（１号棟～１

２号棟），エレベーター設置（４号棟ほか５棟）実施設計・

工事 

  ・醍醐南市営住宅 平成２５年５月～１０月 耐震診断及び概略補強設計 

  ・樫原市営住宅  平成２５年５月～１０月 耐震診断及び概略補強設計 

           平成２５年５月～１０月 エレベーター設置基本計画 

  ・山ノ本市営住宅 平成２５年４月～９月 耐震診断及び概略補強設計 

  ・大受市営住宅  平成２５年８月～平成２６年３月 耐震改修及びスロープ設

置工事 

 

 ＜耐震診断及び概略補強設計＞ 

  ・西野山（１３号棟～１５号棟），勧修寺北，崇仁，久世，辰巳，石田東， 

   石田西，深草市営住宅   平成２５年９月～平成２６年２月 

 

 ＜計画修繕＞ 

  ・向島市営住宅１１街区外壁改修，洛西南福西市営住宅排水管改修 ほか 

   平成２５年度 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６８ 障害者向け住宅については，障害の状況に対応

できる浴室への改善をはかること。市営住宅の住み替

えに関して，身体障害者と同様に精神障害者等に対し

ても住み替えの基準を設けること。 

 

○ 障害者向けの市営住宅は，バリアフリーデザインに関する要綱や法律に定めのあ

る建築設計標準に基づき，標準的なものを整備しており，入居者の身体機能上の

制限など個別の実情に合わせたバリアフリー改善の工事については，入居者の負

担により実施していただくこととしております。 

 

○ 市営住宅の住み替えについては，階段の昇降に支障がある方等を対象として実施

しておりますが，多様な住み替えニーズがあることを踏まえ，必要のある方に対し

て実施できるよう，制度の検討を進めてまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６９ エレベーターのない中層住棟入居者の低層への

住み替えについては，新たな敷金を求めないこと。 

 

○ 市営住宅の住宅変更は，新たな住戸に入居していただく制度であり，敷金は住戸

ごとに入居の際に負担していただくものであるため，住み替え前の住戸の敷金は清

算し，新たな住戸の敷金の納付をお願いしております。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７０ 旧「改良住宅」については，浴室やエレベータ

ーを設置するなど，抜本的な改修をすすめること。 

 

○ 浴室設置やエレベーター設置等の市営住宅の改善については，「京都市市営住宅

ストック総合活用計画」に基づき進めてまいります。 

 

（平成２５年度２月補正予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業等  ４５１，０００千円 

 ・市営住宅管理運営         ７２４，０００千円 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・市営住宅ストック総合改善事業   ９５５，９８８千円 

 ・市営住宅管理運営       ４，２５６，４２８千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７１ 市営住宅の利便性係数の見直しにあたっては，

市民負担増とならないようにすること。 

 

○ 今回の利便性係数の見直しは，市営住宅家賃の算定において，浴室設備の状況の

みで住戸設備の水準を表している現在の方法が適当とは言えなくなってきたこと

や，立地利便の差が家賃に反映されにくいことにより，市営住宅の入居者間や入居

者と非入居者間の公平性を損ねているため，その是正を図るために実施するもので

す。 

  この見直しによって，結果的に家賃が増加する世帯に対しては，適切な期間の激

変緩和措置を設けることにより，急激な負担増にならないよう十分に配慮してまい

ります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７２ 分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成

制度の助成件数を増やすこと。分譲マンションの消火

栓および給排水管の改修に対する助成制度を創設する

こと。 

 

○ 分譲マンション共用部分のバリアフリー化については，管理組合が自発的にバリ

アフリー改修を行うきっかけとなるよう，より一層の事業の周知に努めるととも

に，１件当たりの申請額が上限に満たない場合に，予算の範囲内で弾力的に助成件

数を増やすなど，より多くの管理組合が改修を行えるよう努めてまいります。 

 

○ 分譲マンションにおける屋内消火栓設備などの消防用設備や給排水管の改修につ

いては，所有者又は使用者で管理いただくことが原則となっているため，公平性の

観点からも助成制度を創設することは困難と考えています。 

なお，消防用設備の改修の必要性が認められる場合には，他の用途の施設と同様

に，改修の必要性などが十分に理解されるよう管理組合等の関係者に対して説明す

るとともに，関係者の負担により改修されるよう指導を続けてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成事業 ７，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２２年４月 「分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成制度」を創設 

平成２３年度   予算額を増額 

平成２２年度   ３，０００千円 

平成２３年度以降 ７，０００千円 

 

 ＜助成件数＞ 

  平成２２年度  ４件 

  平成２３年度  ８件 

  平成２４年度 １０件 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７３ 屋外広告物対策については，２０１４年８月末

ありきではなく，条例の趣旨を市民と中小零細業者に

丁寧に説明し，親身に相談にのりながら合意形成に努

めること。また，基準に合致する広告物・看板への付

け替えについての助成制度創設や手数料の負担軽減措

置を講じること。 

 

○ 屋外広告物の規制と指導については，市民・事業者の理解をいただきながら，進

めることが肝要であり，是正指導に当たっては，皆様の理解をいただくよう，より

一層丁寧な対応に努めてまいります。 

  なお，基準に合致する広告物・看板への付け替えに対する新たな助成制度創設や

許可申請手数料の負担軽減については，これまで条例に基づき是正いただいた事業

者の皆様との公平性の観点から困難であると考えておりますが，融資制度や優良な

広告物を設置される場合にその費用の一部を助成する「優良屋外広告物補助金制

度」の一層の活用に向け，取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・屋外広告物適正化推進事業 ３６８，９９５千円 

 ・屋外広告物対策事業      ９，２３３千円 

 ・屋外広告物適正化促進融資  ８０，０９６千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年度～ 優良屋外広告物補助金制度の創設 

 平成２４年度  京都市屋外広告物適正化促進融資制度の創設 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７４ 葬儀場建設による住環境への影響をふまえ，新

たな立地規制や住民合意の形成に役立つ条例を制定す

ること。 

 

○ 事業者に対しては，「京都市葬祭場の建築等に関する指導要綱」に基づき，中高

層条例より早い段階から周辺住民に周知することや建築計画上の措置等を求め，指

導しています。 

  これまでも，事業者の協力により要綱の内容が守られていることから，今後も，

要綱による指導を継続してまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１７年 ８月 「京都市葬祭場の建築等に関する指導要綱」の制定 

平成２１年１２月 同要綱の改正（指導の対象となる規模要件の撤廃等） 

 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７５ まちづくり条例の新たな見直しにあたっては，

縦覧期間の延長，説明事項の拡充，質問に対する回答

の義務づけ，違反した時の罰則規定など，住民合意を

得るために，実効あるものに見直すこと。 

 

○ 京都市土地利用の調整に係るまちづくりに関する条例（以下「まちづくり条例」

という。）の見直しについては，京都市土地利用調整審査会における審議等を経な

がら，より実効性のあるものとなるよう検討を進めております。 

 

○ そのうち，現行のまちづくり条例の仕組みにおいて早急に対応が可能な事項とし

て，まちづくり条例に基づく説明会が開発事業者と周辺住民との良好なまちづくり

に向けた話し合いの場として充実が図られることを目的として，以下のとおり平成

２５年１１月２９日にまちづくり条例施行規則を改正し，平成２６年１月１日に施

行しております。 

 

【改正内容】 

・開発事業に係る区域の緑化や自動車の駐車場の設置に係る構想の内容を追加 

・良好なまちづくりを推進するために配慮する事項の開発構想届への記述 

 

 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７６ 既存商店街の存続を脅かし，車の増加や日照

等，住環境への影響が懸念されるキリンビール工場跡

地への大型商業施設や高層住宅の開発計画は，見直す

よう事業者に働きかけること。 

 

○ キリンビール京都工場跡地については，飛躍的に向上する交通利便性を生かした

複合的な都市機能の導入による新たな拠点を形成する地区として位置付けており，

当該開発構想は，京都市都市計画マスタープラン等の本市のまちづくりの方針や都

市再生緊急整備地域の地域整備方針に沿ったものです。これまで，土地区画整理事

業の完了に伴い，用途地域等を変更し，地域では地区計画等で定められた方針に沿

ったまちづくりが進められてきたところであり，本市としても関係法令に基づき今

後とも適切に指導してまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１４年１０月 都市再生緊急整備地域に指定 

平成１５年 ２月 地区計画を都市計画決定（地区計画の方針のみ） 

７月 まちづくり条例開発構想届 

平成１６年 ９月 地区計画を変更（地区整備計画の追加） 

平成１９年 ３月 土地区画整理事業の着手 

平成２０年１０月 ＪＲ桂川駅開業 

平成２２年 ３月 土地区画整理事業の完了 

５月 用途地域，高度地区，地区計画の変更 

平成２３年１０月 オムロンヘルスケア社新社屋完成 

平成２５年 １月 洛南高等学校附属小学校及び京都銀行の工事着手 

 ６月 イオンモール株式会社による大規模商業施設の工事着手 

      １２月 ㈱長谷工コーポレーションによるマンション建設の工事着手 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７７ 山ノ内浄水場跡地活用方針にある地区計画によ

る高さ規制の緩和は，新景観政策に反するものであり

跡地活用方針から削除すること。 

 

○ 山ノ内浄水場跡地活用については，平成２２年１２月に，大学を中核として複合

的な機能の誘導を図るなどの「京都市山ノ内浄水場跡地活用方針」を策定しまし

た。 

  活用方針の策定に当たっては，パブリックコメントでいただいた市民意見を踏ま

え，地元代表者が参画する「京都市山ノ内浄水場跡地活用方針検討委員会」におい

て御審議いただいております。 

 

○ 活用方針においては，にぎわいを創出するとともに，緑豊かな空間やオープンス

ペースを確保するため，この地域に相応しい都市計画条件として，用途地域を近隣

商業地域に変更し，地区計画の策定によって，壁面の位置や建ぺい率の制限，建築

物の高さの最高限度を見直すこととしております。 

  これは，地区計画制度の活用等によって地域のまちづくりにきめ細かく対応する

とした新景観政策と一致するものです。 

 

○ 平成２５年７月には，この活用方針に基づき，跡地全体の用途地域を工業地域か

ら近隣商業地域に変更し，大学を建設する南側用地については，壁面位置を道路か

ら後退させるなどの地区計画を定めました。 

 

○ 残る北側用地についても，活用方針に基づき，本市西部地域はもとより，市全体

の活性化に資する活用を図っていくこととしており，引き続き，事業の進捗に応じ

て，必要な都市計画の変更等を行ってまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年１２月 「京都市山ノ内浄水場跡地活用方針」を策定 

 平成２３年 ９月 事業者募集開始 

 平成２４年 ３月 学校法人京都学園を南側用地の優先交渉事業者として選定 

       ８月 京都太秦キャンパスを開設するなどの「基本協定」を締結 

 平成２５年 ３月 山ノ内浄水場の廃止 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７７ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２５年 ４月 ６０年間の「一般定期借地権設定契約」を締結 

       ７月 都市計画制限の見直し（用途地域の変更，地区計画の策定） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７８ アスベスト対策は，労災認定を抜本的に見直

し，建設労働者や「一人親方」も含め，全ての健康被

害者を対象にするよう国に求めること。 

 

○ アスベストの健康被害については，過去も含め石綿の製造等に従事されたことの

ある労働者等に対する健康診断，健康管理手帳，労災補償等の問合せ受付，相談が

各労働局等で実施されているほか，平成２２年７月の石綿健康被害救済法一部改正

により，救済給付の対象となる疾病が拡大されております。今後とも，国の動向を

注視してまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７９ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆上下水道事業の充実を 

２７９ 上下水道事業は公営を堅持し，安くて安全な水

を供給すること。水道料金の値上げを撤回し，元の料

金制度に戻すこと。 

 

 

○ 「京（みやこ）の水ビジョン」をはじめとする上下水道事業の経営戦略に基づ

き，これまでから地方公営企業として効率的な経営を行い，財政の健全化を進めて

おります。今後も公営を堅持し，安全・安心で低廉な水道水の安定的な供給に努め

てまいります。 

 

○ 上下水道料金の改定においては，今後の更なる経営の効率化を行うとともに，水

道事業・下水道事業それぞれの累積収支の均衡を図り，そのうえで，水道管路の改

築更新の拡大など持続可能な事業運営を確保するための料金水準を設定しました。 

また，料金体系・料金収納サービスについて，今日の社会状況の変化に対応した

見直しを行い，世代間の負担の公平も含めて，市民・事業者の皆様に，適正に，幅

広く御負担いただける制度を構築したものであり，撤回する考えはございません。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１９年１２月 「京（みやこ）の水ビジョン」策定 

「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２００８－２０１２）」

策定 

平成２１年 ３月 「京都市上下水道局 企業改革プログラム」策定 

平成２３年 ９月 京都市上下水道料金制度審議委員会の設置・審議の開始 

平成２４年１２月 同委員会から意見書の提出 

平成２５年 ３月 「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２０１３－２０１７）」

策定 

       ８月 上下水道料金改定（平成２５年１０月１日検針分から適用） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８０ 「資産維持費」を水道料金の原価に算入しない

こと。 

 

○ 資産維持費の水道料金への算入については，上下水道料金の改定において，財政

収支の見通しを踏まえ，水道管更新のスピードアップのための財源として新たに導

入したものであり，将来世代に負担を先送りせず，持続可能な事業運営を確保する

ために必要と考えています。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８１ 料金滞納者については，親切・ていねいな対応

を行うとともに，保健福祉局との連携をさらに強める

こと。機械的停水措置は採らないこと。 

 

○ 水道料金等の滞納がある市民については，督促状を送付するだけではなく，徴収

委託業者の訪問による支払督促を行っております。徴収委託業者の訪問後，支払い

がない場合には，職員が訪問し督促及び給水停止の予告を行いますが，給水停止を

実施するまでに面談を重ねることとしております。その中で分割納付等の支払い方

法を含めて，相談を受け付けるなど親切・丁寧な対応を行っており，機械的な給水

停止を行うことはありません。 

 

○ 真に生活に困窮している市民には，福祉事務所の紹介やケースワーカーとの協議

を行うなど，それぞれの世帯の生活実態に合わせて，丁寧な相談と対応を行ってお

ります。 

 

○ また，生活困窮者等への理解を深めるため，平成２１年度から保健福祉局の職員

を講師とした生活困窮者を取り巻く社会情勢や生活保護世帯等への対応などについ

ての研修や意見交換会を行うなど，保健福祉局と上下水道局が連携を深めていると

ころです。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８２ 上下水道事業の建設改良事業については，市民

に情報を十分公開し，必要性と財政面から厳密に検

討・見直しを行い過大とならないようにすること。 

 

○ 上下水道事業の配水管及び管きょ等の整備に当たっては，事業の内容や進捗状況

等についてホームページ上で公開するなど，市民への情報提供に取り組んでおりま

す。 

今後とも本市の厳しい財政状況を踏まえ，事業の必要性等を十分検討し，事業を

推進してまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８３ 汚水資本費補助金を復活すること。 

 

○ 公共下水道事業における汚水資本費補助金については，急速な下水道整備による

資本費の増加に対する下水道使用料の大幅な値上げを抑制するために創設された補

助金であり，企業債償還のピークを過ぎた段階では，その役割を終えたものと考え

ており，復活する考えはございません。当該補助金がなくとも，下水道使用料等に

より，安定した経営が行えるよう，事業の効率化に努めてまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８４ 鉛管の取替えを計画通りに完了させること。そ

のため国の補助制度の改善を求めること。宅地内の鉛

管取替えの補助制度の周知徹底をはかり，限度額を引

き上げること。 

 

○ 鉛製給水管の取替えについては，「京（みやこ）の水ビジョン」において，平成

２９年度末までに道路部分の鉛製給水管を全て解消することを目標としており，こ

れに向け，起債を利用し，単独取替工事件数を大幅に拡大しております。 

 

○ 国に対しては，鉛製給水管の早期解消を促進するための財政支援制度の創設を引

き続き求めてまいります。 

 

○ 鉛製給水管取替工事助成金制度については，利用の促進を図るため，「鉛製給水

管ご使用のお知らせ」はがきの発送や，平成２２年度に実施した助成金制度の利用

に関するアンケートの結果を踏まえ，制度の対象となる市民への訪問を行っており

ます。 

 

○ 平成２６年度においても，市民への訪問による啓発を更に充実し，当該制度の周

知徹底とその促進を図ってまいります。 

 

○ 助成額については，同様の制度を実施している他都市と比べても，ほぼ同程度の

金額となっていることから限度額の引き上げは，考えておりません。 

 

（平成２６年度予算額）            

・鉛製給水管単独取替事業  ３，０９０，０００千円 

・鉛製給水管取替工事助成金     ３，５００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１９年１２月 「京（みやこ）の水ビジョン」の策定 

 平成２１年度   起債を利用し，鉛製給水管単独取替事業を９，０００件まで拡 

          大（平成２０年度 ２，０００件） 

 平成２２年度～  鉛製給水管単独取替事業を１２，０００件に拡大 

 平成２４年度～  鉛製給水管単独取替事業を１２，６００件に拡大 

（平成２５年度～平成２９年度 取替件数１２，６００件の継続実施） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８５ 地域，簡易水道への国庫補助制度の存続を国に

求めること。高額の住民負担が伴わないよう簡易水道

への補助制度を新設すること。 

 

○ 大原地区及び京北地区の簡易水道施設の再整備に当たっては，財政支援が不可欠

であり，引き続き国に対して地域，簡易水道への国庫補助制度の存続を求めてまい

ります。 

 

○ 住民負担については，既に，一般会計から多額の繰出しを行うことで軽減を図っ

ておりますが，平成２８年度末の水道事業への統合に向けて，負担の在り方を検討

してまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８６ 雨水貯留設備及び雨水浸透ます助成制度の拡充

を図り普及に努めること。 

 

○ 雨水貯留施設設置助成金制度については，平成２２年度から予算の増額，助成対

象枠の拡大を行い，制度のＰＲ等が効果を発揮し，毎年多くの市民に御利用いただ

いています。 

 

○ 雨水浸透ます設置助成金制度については，平成２３年７月から実施しており，こ

れまでに２件６基の申請を受けています。また，平成２５年度には，より利用しや

すい助成制度となるよう助成金額の増額や技術協議の対象の拡大を行い，機会ある

ごとに様々な媒体を活用し制度のＰＲを実施しています。 

 

○ 今後とも，雨水貯留施設・雨水浸透ますの設置を一層促進させるため，制度のＰ

Ｒ等に努め，市民ニーズに応じた取組を進めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

・雨水貯留施設設置助成金制度 ３，０００千円 

・雨水浸透ます設置助成金制度 １，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２１年度 「雨水貯留施設設置助成金制度」を引き続き「新世代下水道事業」

として実施できるように国と協議（年間助成件数１３８件） 

平成２２年度 国と協議を行った結果，平成２６年度までの延伸が承認されたた

め，引き続き事業を継続（年間助成件数１５６件） 

        助成対象の雨水貯留施設の容量を１００リットルから５００リット

ルとしていたが，８０リットル以上とした。 

平成２３年度 国土交通省の「社会資本総合整備計画」の「効果促進事業」の１つ

として，「雨水浸透ます設置助成金制度」を開始（年間助成件数１

件） 

        雨水貯留施設設置助成金制度（年間助成件数１４６件） 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８６ 

要  望  内  容 回     答 

平成２４年度 雨水貯留施設設置助成金制度（年間助成件数１３３件） 

        雨水浸透ます設置助成気制度（年間助成件数０件） 

平成２５年度 雨水浸透ます設置助成金制度を改正 

      雨水浸透ます１基の助成額を１万円から２万５千円へ増額するとと 

もに，助成の限度額を３万５千円から１０万円へ増額 

       技術協議の対象を京都市指定下水道工事業者に加え，住宅メーカ

ー，設計事務所等にも拡大 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８７ 側溝の浚せつや整備を日常的に行い，雨水被害

を防ぐこと。 

 

○ 側溝の浚せつや整備については，限られた予算の中で計画的に行うとともに，地

元情報や巡視・点検調査により，早急に点検が必要であると判明した箇所について

は，緊急的な浚せつや整備を実施し，今後も引き続き浸水被害の防止に努めてまい

ります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・公共下水道事業（排水路清掃） １０４，０００千円 

 ・公共下水道事業（排水路整備） １４３，０００千円 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８８ 

要  望  内  容 回     答 

 

八 市民の交通権を保障する総合的な交通体系の確立を 

◆公共交通を軸とした交通体系で市民の足を守ること 

２８８ 「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進に当た

っては，車の総量規制を軸とすること。自動車分担率

を２０％以下に引き下げる計画を具体化すること。観

光地の交通対策，パークアンドライドなどのとりくみ

をいっそう強化すること。 

 

 

 

○ 本市では脱「クルマ中心」社会の形成を目指し，平成２２年１月に策定した「歩

くまち・京都」総合交通戦略に基づき，既存公共交通の利便性向上，歩く魅力を味

わえる歩行者優先のまちづくり，過度な「クルマ」利用から「歩くこと」を大切に

するライフスタイルへの転換を施策の柱とし，８８の実施プロジェクトを定め取り

組んでおり，引き続き，こうした取組の充実を図ることにより人と公共交通優先の

「歩くまち・京都」の実現に全力を傾注してまいります。 

 

○ また，嵐山地区（渡月橋周辺）と東山地区（五条坂・東福寺周辺）での交通の円

滑化と安全快適な歩行者空間を創出するために，地元住民や京都府警察等の関係機

関との連携の下，臨時交通規制や市営観光駐車場の自家用車駐車不可等の交通対策

に取り組んでいるところです。さらに，京都市域全体の課題である自動車の流入抑

制を図るため，紅葉シーズンの最盛期に，観光地交通対策の一環としてパークアン

ドライドを実施しています。パークアンドライドは，平成１４年度に臨時の駐車場

を５箇所（約１，７００台）確保してスタートしました。平成１６年度には通年で

利用できる駐車場も開設するなど毎年拡充し，平成２５年度には臨時駐車場を９箇

所，通年駐車場を３９箇所（計５，９３９台）まで拡大しました。 

  今後とも，これらの観光地交通対策の充実に努めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進       ６，９４４千円 

 ・京都のまちの活力を高める公共交通の検討      ５，０００千円 

 ・観光地等における自動車流入抑制策の検討      ５，０００千円 

 ・「歩いて楽しいまちなか戦略」の推進       ６３，０６８千円【充実】 

 ・「歩いて楽しいまちなかゾーン」の推進      ４１，７００千円【充実】 

 ・「歩くまち・京都」公共交通ネットワークの連携強化 ８，２３９千円【充実】 

 ・「歩くまち・京都」公共交通センターの支援     ２，０００千円 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８８ 

要  望  内  容 回     答 

 ・バス利用促進等総合対策事業           ４７，０００千円【充実】 

 ・「スローライフ京都」大作戦（モビリティ・マネジメントの推進） 

                          ２６，３３１千円 

 ・「歩いて楽しい東大路」歩行空間創出事業     ３０，５００千円 

 ・駅等のバリアフリー化の推進          １５７，６９３千円【充実】 

 ・観光地等交通対策（「歩いてこそ京都」魅力満喫大作戦） 

                          ２１，６００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜観光地等交通対策（「歩いてこそ京都」魅力満喫大作戦）＞ 

  平成１３年度 「嵐山地区観光地交通対策」開始 

  平成１４年度 「嵐山地区観光地交通対策」の一環としてパークアンドライドを 

         開始 

  平成１６年度 「東山地区観光地交通対策」開始 

         市外（大津市 京阪電車浜大津駅）でのパークアンドライド開始 

  平成２１年度 「京都都市圏パークアンドライド連絡協議会」を設立 

  平成２４年度 鴨川西ランプ，上鳥羽ランプを活用して通年パークアンドライド 

         駐車場を開設（建設局，タイムズ），秋の臨時駐車場として西京 

         土木事務所を追加 

  平成２５年度 秋の臨時駐車場として中央卸売市場第一市場を追加 

 

（駐車可能台数の推移）                     （単位：台） 

年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
臨時 630 620 760 542 772

通年（市内） 870 1,171 1,242 1,543 1,542
通年（市外） 1,673 1,786 2,760 3,599 3,625

合計 3,173 3,577 4,762 5,684 5,939  
※臨時とは，紅葉シーズン最盛期のみ，公共施設や民間施設等の協力により，臨時に

開設するパークアンドライド駐車場のことです。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８９ 四条通の歩道拡幅・２車線化については，関係

者の十分な合意形成をはかること。 

 

○ 四条通の歩道拡幅と公共交通優先化については，地元住民や商業者，関係事業者

等で構成する「歩いて楽しいまちなか戦略」推進会議や，物流事業者，地元商業者

等で構成する「歩いて楽しいまちなか戦略」推進会議 物流ワーキンググループ，

地元商業者，タクシー，物流を含む交通事業者等で構成する「四条通沿道協議会

（現在の名称は四条通エリアマネジメント会議）」において協議を重ねるととも

に，地元住民を対象とした学区ごとの説明会を開催するなど，丁寧に合意形成を図

ってまいりました。 

  平成２６年度は，引き続き，地元住民や関係団体等の皆様としっかり説明・協議

を行いながら，四条通の歩道拡幅工事の完成を目指してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・「歩いて楽しいまちなか戦略」の推進    ６３，０６８千円【充実】 

 ・四条通歩道拡幅事業         ２，４４３，０００千円【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１７年１２月 四条繁栄会商店街振興組合から，「心地よく歩ける四条通」の 

         実現に向けた要望書提出 

平成１８年 ５月 「歩いて楽しいまちなか戦略」推進協議会設置（平成２５年  

１２月までに計５回開催） 

平成１９年１０月 四条通周辺で交通規制を伴う交通社会実験実施 

平成２０年 ８月 「歩いて楽しいまちなか戦略」推進会議 物流ワーキンググル 

         ープの設置（平成２５年１２月までに計９回開催） 

平成２２年１１月 四条通の歩道拡幅と公共交通優先化に向けた四条通の交通社会 

         実験実施（～平成２３年３月） 

平成２３年 ９月 四条通の都市計画に係る説明会を開催 

     １２月 地元６学区への説明会を開催 

平成２４年 １月 都市計画決定 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８９ 

要  望  内  容 回     答 

平成２４年 ６月 「四条通沿道協議会」設置（平成２５年１２月までに計４回 

         開催） 

      ９月 地元２学区への説明会を開催 

 平成２５年 ７月 詳細設計に着手 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９０ 東大路通の歩道拡幅・車線減少等の計画につい

ては，住民合意なしにすすめないこと。 

 

○ 東大路通については，地域住民，商店街，関係団体及び行政機関等で構成する

「東大路通歩行空間創出推進会議」において協議を重ね，パブリックコメントによ

る市民の御意見も参考に「東大路通整備構想」を平成２４年８月に策定するなど，

地元住民や関係団体等と意思疎通を図りながら事業を進めてまいりました。 

  平成２６年度は，これまでに実施した交通調査の結果をもとに，東大路通やその

周辺道路等への交通の影響を詳細に分析するとともに，引き続き，地元住民や関係

団体の皆様に説明を行い，御意見をしっかり聞きながら事業を進めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・「歩いて楽しい東大路」歩行空間創出事業 ３０，５００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１４年    東山区の全学区から「区民，観光客が快適に利用できる東大路 

          通の整備」が要望される（平成２５年度まで継続して要望） 

 平成２１年 ２月 東山区交通安全対策協議会から，「東大路通の車道幅員の見直 

          しを含めた歩道拡幅と電線地中化事業の推進」の要望提出 

 平成２２年 ７月 地元住民主体の「歩いて楽しい東大路をつくる会」を設置  

          （平成２３年３月まで計３回開催） 

 平成２３年 ２月 ニュースレターによる地元周知（平成２３年７月にも実施） 

 平成２４年 ３月 「東大路通歩行空間創出推進会議」を設置（平成２５年１１月 

          までに計５回開催） 

          シンポジウム「歩いて楽しい東大路」を開催 

       ５月 「東大路通整備構想」（素案）に対するパブリックコメントの 

          実施（～６月） 

       ８月 「東大路通整備構想」の策定 

      １２月 交通調査の実施（東大路通の交通調査） 

 平成２５年１１月～１２月 

          交通調査の実施（東大路通及びその周辺道路の交通調査） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９１ 京都駅南口駅前広場の整備にあたっては，住

民・関係者の意見を十分に聞き，合意のもとですすめ

ること。 

 

○ 京都駅南口駅前広場の整備については，整備計画策定時の平成２２年度に２度の

市民意見募集を実施し，平成２４年度には，都市計画決定に係る手続として，７月

に法定説明会，８月に公聴会を開催するなど，これまで多くの市民の御意見を伺

い，計画に反映してまいりました。その後，平成２５年５月に都市計画決定を行

い，現在，調査・設計を実施するとともに，タクシー事業者やバス事業者，駐車場

事業者等の関係団体で構成する「京都駅南口駅前広場エリアマネジメント会議」を

立ち上げたところです。 

  今後，平成２５年度中に，地下機械式駐輪場の整備工事に着手することとしてお

り，平成２７年度の完成に向けて，引き続き周辺住民や関係団体等の御意見を踏ま

えながら「歩くまち・京都」の玄関口にふさわしい駅前広場となるよう着実に取り

組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・京都駅南口駅前広場の整備 １，４０４，１００千円【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年４月～５月 

         第１回市民意見募集（整備計画の考え方，イメージ） 

      ７月～８月 

         第２回市民意見募集（施設配置案） 

 平成２３年３月 「京都駅南口駅前広場整備計画」の策定 

 平成２３年度  予備設計・測量を実施 

 平成２４年７月 法定説明会の開催 

      ８月 公聴会の開催 

 平成２５年４月 都市計画審議会で計画承認 

      ５月 都市計画決定 

      ７月 京都府知事の都市計画事業認可取得 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９２ 小型循環バスの運行など，交通不便地域対策を

具体化すること。雲ヶ畑，山科，東山など，住民の積

極的なとりくみが行われている地域については，市と

しての財政支援を行うこと。 

 

○ 公共交通は独立採算が原則であり，公共交通の整備や維持には，地域の総意の

下，地域の皆様が主体的に利用することにより守っていくとの意識と行動がなけれ

ば実現できないものと認識しております。 

 

○ 北区雲ケ畑地域の生活交通については，路線バスの撤退表明以降，地域住民の皆

様と区役所等の行政機関が連携して検討を進めた結果，平成２４年４月から，地元

自治振興会が運営主体となり，雲ケ畑バス「もくもく号」の運行を開始し，多くの

皆様に御利用いただいております。 

  また，平成２５年４月からは，利用者からの要望を受け，地元自治振興会，事業

者と本市が連携して「上賀茂西河原町」と「山幸橋」の２箇所の停留所を増設しま

した。 

 

○ 地域全体の機運が高まっている山科区小金塚地域及び鏡山地域においても，現

在，住民の皆様を中心に，本市や関係機関等との連携の下，生活の足の確保に向け

た取組が進んでおります。 

 

○ 引き続き，区役所・支所が窓口となり，地域，関係行政機関，交通事業者等と連

携して，地域の需要や実情に合った交通手段の確保策を，地域の活性化，福祉等の

視点も踏まえ，地域の皆様とともに検討してまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜北区雲ケ畑地域＞ 

  平成２１年 ６月 「公共交通不便地域のあり方検討ＷＧ」の設置 

  平成２１年１１月 「雲ケ畑地域の公共交通のあり方検討会議」の設置 

  平成２３年 ２月 「北区雲ヶ畑生活交通対策ワークショップ」の実施 

  平成２４年 ４月 雲ケ畑バス「もくもく号」の運行開始 

  平成２５年 ４月 「上賀茂西河原町」と「山幸橋」のバス停を新設 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９２ 

要  望  内  容 回     答 

 ＜山科区＞ 

  平成２１年 ６月 鏡山学区自治連合会会長名で，京阪バス株式会社及び京都市 

           交通局に対し，①渋谷通り鏡山学区経由のバス路線の設置， 

           ②大石通り北花山バス停経由のバスの増便，求める要望書 

（４，１１８筆）を提出 

  平成２２年 ９月 「山科区交通問題研究会」を設置し，山科区における様々な 

           交通問題に関する課題について，解決策や将来のあるべき姿 

           について議論 

  平成２３年 ３月 今後の方向性について，「山科区交通問題研究会報告書」を 

           取りまとめ 

        ５月 公共交通の利用促進と利便性向上を図るための具体的な改善 

           方策を検討・実施するため，「山科区公共交通利用促進協議 

           会」を設置 

  平成２４年 ７月 小金塚地域において，公共交通導入に向け，住民アンケート 

           調査や交通社会実験を実施するため，「小金塚地域公共交通 

           導入検討会議」を開催 

        ８月 山科区選出議員有志３名が，京阪バス株式会社及び京都市交 

           通局に対し，バス路線設置等に関する要請書を提出。山科区 

           長からも京阪バス株式会社に対し，要望書を提出。 

       １１月 鏡山学区自治連合会会長，山科区選出議員有志３名及び山科 

           区長の要望に対する回答が京阪バス株式会社から出される。 

           山科駅から鏡山学区を循環するルートのバス路線を平成２５ 

           年春から１年間運行する。運行継続については，利用状況を 

           検証して判断する。 

       １２月 小金塚地域において，住民アンケート調査及び交通社会実験 

           を実施 

  平成２５年 ３月 鏡山循環系統バス出発式を山科駅バス停３番乗り場で挙行 

       １０月 都市計画局が募集した「地域と連携したモビリティマネジメ 

           ント事業」に選定され，鏡山循環系統バスの利用者数増を目 

           指す取組を１２月末まで実施 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９３ 交通バリアフリー構想の推進にあたっては「重

点整備地区」の基本構想策定・具体化を急ぐととも

に，「引き続き改善方策を検討する地区」のすみやか

な解消に取り組むこと。 

 

○ 平成２３年度に策定した「「歩くまち・京都」交通バリアフリー全体構想」にお

いて，これまで技術的に困難であるとの理由から，バリアフリー化が見送られてい

た阪急西院駅，ＪＲ西大路駅等を含む１０地区を，重点的かつ一体的に整備する重

点整備地区として選定しました。 

 

○ 平成２５年度は，平成２４年度に移動等円滑化基本構想を策定した太秦駅（ＪＲ

西日本）及び大宮駅（阪急）のバリアフリー化に向けた整備に対して，国及び京都

府と協調して補助金を交付するとともに，ＪＲ藤森地区，深草地区及び西院地区に

おいて，移動等円滑化基本構想の策定に向けて取り組んでおります。 

 

○ 平成２６年度は，桃山地区，阪急嵐山地区，松尾大社地区及び上桂地区において

「バリアフリー移動等円滑化基本構想」の策定に向けて取り組んでまいります。 

  また，太秦駅，ＪＲ藤森駅（以上，ＪＲ西日本），深草駅（京阪），西院駅（阪

急，京福）のバリアフリー化についても，国及び京都府と協調して補助金を交付し

てまいります。あわせて，二条駅（ＪＲ西日本）及び京都駅（ＪＲ東海）における

ホームにおける旅客の転落防止対策についても国及び京都府と協調して補助金を交

付してまいります。 

 

○ 今後も，引き続き，国，京都府及び交通事業者との連携の下，着実にバリアフリ

ー化を推進してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・駅等のバリアフリー化の推進 １５７，６９３千円【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１４年１０月 平成２２年度を目標年次とした「京都市交通バリアフリー全体 

          構想」の策定（１４地区の重点整備地区の選定） 

 平成１５年度   重点整備地区ごとに基本構想を策定（平成２０年度に完了） 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９３ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２２年度   全体構想で選定した重点整備地区の旅客施設のバリアフリー化 

          が完了 

 平成２４年 ３月 平成３２年度を目標年次とした「「歩くまち・京都」交通バリ 

          アフリー全体構想」の策定（１０地区の重点整備地区の選定） 

 平成２４年度   太秦地区及び大宮地区の「バリアフリー移動等円滑化基本構 

          想」を策定 

 平成２５年 ５月 ＪＲ藤森地区及び深草地区を対象とする「ＪＲ藤森・深草地区 

          バリアフリー移動等円滑化基本構想策定連絡会議」を設置（平 

          成２５年１１月末までに３回開催） 

       ６月 西院地区を対象とする「西院地区バリアフリー移動等円滑化基 

          本構想策定連絡会議」を設置（平成２５年１１月末までに３回 

          開催） 

      １１月 （ＪＲ藤森地区，深草地区，西院地区）「バリアフリー移動等 

          円滑化基本構想（素案）」に対するパブリックコメントの実施 

          （～１２月） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９４ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆市民の足を守る市バス・地下鉄改善を 

２９４ 国に対して，市民の足を守るため次の点を求め

ること。 

・交通事業にかかわる規制緩和を撤回し，公共交通を守

る法改正を行うこと。 

 

 

・市バス事業にたいする国の補助制度を確立すること。 

 

 

 

 

○ 規制緩和の是非は国政における交通政策上の問題です。市バス事業は，市域のバ

ス輸送の８５パーセントを担っており，市内の民間バス事業者の理解と協力を求め 

ながら，京都市民の足を守ってまいります。 

 

○ バス事業に対する国庫補助制度の要望については，これまでから，あらゆる機会

を捉えて要望しており，今後も引き続き，補助制度の確立に向け国に働き掛けてま

いります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９５ 住民から要望のあるバス路線を確保し市民の足

を守ること。 

 

○ お客様からの市バス運行への御要望については，これまでから，区長懇談会にお

ける地域の皆様からの御要望や電話・メール等により交通局に直接いただく「お客

様の声」，さらに平成２４年度に実施したお客様アンケート調査など様々な媒体を

通して随時御意見を伺っており，その一つ一つに耳を傾け検討を行い，可能な限り

取り組んでまいりました。 

 

○ また，地域の皆様が主体となり自家用車から公共交通への自発的な利用転換を図

る「モビリティ・マネジメント」の取組として，市バス利用の機運が盛り上がり，

運行の安全性や一定の利用者数確保が可能と考えられる地域については，沿線にお

ける住宅や集客施設の開発，潜在需要等を検討したうえで試験的に運行する取組も

実施しているところです。 

 

○ 平成２６年３月に実施する市バス新運転計画では，上記の取組により，北区の西

賀茂北部地域を運行する系統の新設や伏見区の久我・久我の杜・羽束師地域におけ

る増便等を試験的に実施します。 

 

○ 今後とも，地域の皆様が主体となり実践する「モビリティ・マネジメント」に本

市も協働して取り組み，市バスをより多くの方に御利用いただくことによって，更

なる路線・ダイヤの拡充を目指してまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９６ 初乗り運賃が日本一高い市バス・地下鉄運賃を

値下げすること。市内全域を均一区間とすること。 

 

○ 市バス・地下鉄の運賃値下げについては，これによる減収分を補うだけのお客様

の増加は難しく，更に厳しい経営状況となることが懸念されることから，運賃の値

下げは困難です。 

 

○ 均一区間の拡大は，分かりやすい料金体系や御好評の１日乗車券の対象区間とで

きるなど，お客様にとって大変利便性の高いものと認識しておりますが，周辺地域

と市内中心部を結ぶ路線において競合する民営バス事業者に与える影響が大きいこ

と，また，均一運賃区間外のみを利用するお客様にとっては値上げとなる場合があ

るなど，課題も有するところです。 

  このたび，京都バス株式会社の御理解をいただき，平成２６年３月２２日から，

嵯峨・嵐山地域において，均一運賃区間へ変更することについて合意いたしまし

た。他地域においても，粘り強く民営バス事業者のご理解を求めてまいります。 

 

※ 参考 地下鉄運賃の他都市比較 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９７ バス運転手の「若年嘱託制度」を廃止し，正職

員とすること。 

 

○ 若年嘱託制度については，運転技術やお客様接遇に優れた優秀な職員を確保する

ため，平成１２年度から導入しているもので，平成２４年９月からは，更なる事故

防止とお客様接遇の向上に向け，仕事に対する責任感と取組意欲の更なる喚起を図

るため，嘱託期間を５年から４年に短縮したところです。 

  今後とも引き続き，若年嘱託制度により，人件費の増加を抑えつつ，優秀な職員

の確保に努めてまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９８ 「管理の受委託」は撤回すること。安全走行を

考慮した勤務となるよう委託先の労働者の労働条件・

健康管理についても，交通局として責任を果たすこ

と。 

 

○ 管理の受委託については，路線，運賃，ダイヤの決定に本市が責任を負いつつ，

市バスの運行を民間バス事業者に委託することで，事業の効率化を図りながら市バ

スネットワークを維持するための手段と判断しております。 

 

○ 委託先の労働条件については，国土交通省の通達により，雇用等の労働条件に関

して各社の労働組合との合意が必要とされていることから，運転士の具体的な労働

条件は各社の責任の下，労働関係法令を遵守した上で取り決められているところで

す。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・管理の受委託 委託料 ５，２５５，４４７千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９９ 公共交通優先の交通規制を府公安委員会と協議

し，走行環境を改善すること。 

 

○ 市バスの走行環境改善については，京都府警察に対して，ＰＴＰＳ（公共車両優

先システム）の設置拡大及びバス専用レーンの充実を強く要望しているところであ

り，その効果的手法について，「京都府警察本部交通部と京都市交通局との公共交

通機関走行環境改善研究委員会」で，研究を進めております。また，平成２５年度

に市バス全車両への導入を完了するドライブレコーダーの更なる活用を図り，関係

機関とも連携して，バス専用レーンの徹底，違法駐停車の啓発に取り組んでまいり

ます。 

 

（平成２６年度予算額） 

・専用レーン啓発 １，５６７千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

  平成２１年７月に京都府知事と京都市長との懇談会において，ＰＴＰＳ（公共車 

 両優先システム）の適用区間を従来の北大路バスターミナルから九条車庫までの区 

 間１１．５ｋｍに加え，北大路バスターミナルから京都市役所前までの区間４．６ 

 ｋｍにも拡大することで合意（平成２２年３月２９日に運用開始） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３００ 

要  望  内  容 回     答 

 

３００ 生活支援路線への補助制度を確保し，補助金を

復元すること。 

 

○ 市バス７４系統のうち４３系統が，市民生活に不可欠であるものの民営バス並の

コストで運営しても赤字となる生活支援路線です。これを維持するため，生活支援

路線への補助金を継続しますが，健全化計画で見込んでいた金額より縮減を図って

おり，平成２６年度においては，平成２５年度と同額を確保しております。 

  なお，平成２４年１１月に策定した「京都市交通局 市バス・地下鉄中期経営方

針」では，平成２７年度には，生活支援路線補助金を含めた一般会計からの任意補

助金に頼らない自立経営を目指すこととしています。 

 

（平成２６年度予算額） 

・生活支援路線補助金 ４６２，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１６年度から，民営並みコストで運営してもなお生じる赤字額（①路線全体

が赤字となる系統及び②路線全体が黒字でも旧市電外郭線外は赤字が生じている系

統の赤字額）について，補助金を措置 

平成２１年度からは，上記②に該当する系統の赤字額を補助の対象外とした。 

 

生活支援路線補助金額の推移 
 

年 度 補助金 補助対象系統数/全系統数 

平成２１年度 ９２４，０００千円 ３４系統/７４系統 

平成２２年度 ９２４，０００千円 ３７系統/７４系統 

平成２３年度 ９２４，０ ００千円 ３５系統/７４系統 

平成２４年度 ４６２，０００千円 ３３系統/７４系統 

平成２５年度 ４６２，０００千円 ３４系統/７４系統 

平成２６年度 ４６２，０００千円 ３３系統/７４系統 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０１ バス待ち環境の改善をいっそう進めること。 

 

○ バス待ち環境の改善については，これまでから積極的に取り組んでおり，バスロ

ケーションシステムの設置，ベンチの設置及び広告付きバス停留所上屋整備事業，

バス停留所へのＷｉＦｉスポットの設置によるインターネット環境の整備である，

バス停標識柱簡易ソーラー照明器具の設置などを進めているところです。 

 

○ 平成２６年度は，バスロケーションシステムの設置数を平成２５年度に比べ大幅

に増やすほか，地域・民間の皆様と本市とが共に魅力あるバス待ち環境を育んでい

く「バスの駅」設置事業についても，引き続き，積極的に取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・バス接近表示器設置        ５２，８００千円【充実】 

 ・バス停留所ベンチ設置        ３，２９２千円 

 ・バス停標識柱簡易ソーラー照明器具  １，２３４千円 

 ・「バスの駅」設置         ３３，８６１千円 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０２ バスとバス，バスと地下鉄の乗り継ぎを拡充し

利便性向上を図ること。 

 

○ 平成２６年３月に実施する市バス新運転計画において，地下鉄の到着に合わせた

ダイヤ設定や地下鉄駅への接続等を実施し，更なる利便性向上を図ることとしてお

ります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

＜新運転計画における地下鉄との乗継利便性向上を図る取組＞ 

  ・ 北大路バスターミナルを２１時以降に発車する１号系統及び３７号系統のダ

イヤを，京都駅方面からの地下鉄の到着に合わせた時刻に設定 

  ・ ８１号系統の概ね９時台以降の全便を竹田駅に接続 

  ・ １８号系統，特１８号系統の全便を二条駅に接続 

  ・ 太秦天神川駅に接続する２７号系統，特２７号系統，特９３号系統を増便 

  ・ 地下鉄に接続するバス停留所に付加呼称を設定 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０３ すべての地下鉄駅に駐輪場整備をすること。 

 

○ 平成２２年３月に策定した「改訂京都市自転車総合計画」に基づき，引き続き積

極的に自転車等駐車場の整備を進めるとともに，民間自転車等駐車場の整備費用の

一部を助成する「京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度」を運用し，民間事業

者の自転車等駐車場整備の促進を図ってまいります。 

 

○ 地下鉄駅沿線については，公営民営含め一定数の駐輪場が確保されていますが，

更なる確保に向けて検討してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度 ２８，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２１年度  京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度の運用開始 

         改訂京都市自転車総合計画の策定 

         助成実績 １０件（自転車４６３台，バイク１９４台分） 

         （今出川駅他） 

 平成２１～２２年度 

         御池通まちかど駐輪場の整備 

 平成２２年度  助成実績  ６件（自転車３１７台，バイク１８９台分） 

         （四条駅他） 

 平成２２～２３年度 

         二条駅まちかど駐輪場の整備 

 平成２３年度  助成実績 １１件（自転車５７９台，バイク１２８台分） 

         （北大路駅他） 

 平成２４年度  烏丸今出川路上駐輪場の整備 

         助成実績  ９件（自転車２４９台，バイク３０５台分） 

         （京都駅他） 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０３ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２５年度  助成実績 １１件（自転車４８０台，バイク１４２台分）（予 

定）（竹田駅他） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０４ 回送バスをさらに減らすこと。 

 

〇 市バス営業所から離れたバス停を出発地点とする系統のバスが，出発地点に向か

う際，道路の混雑状況に応じて早めに出庫するなどの対応ができる回送バスは，限

られた車両を効率よく運用し，広範囲できめ細かい市バス路線網を維持するために

必要不可欠なものです。 

  その中で，お客様の御利用が見込める区間・時間帯においては，回送運行を営業

化するなど回送バスを減らす取組もこれまで進めてきたところです。 

 

○ 平成２６年３月に実施する市バス新運転計画においても，営業所の再編成に合わ

せて，系統の担当営業所の見直しを行うこととしており，今後も回送バスが必要最

小限となるよう努めてまいります。 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０５ 伏見区及び左京区等，どの行政区も区内全域か

ら総合庁舎が利用できるバス路線をつくること。 

 

○ 左京区総合庁舎へのアクセスについては，平成２３年３月に実施したダイヤ改正

において，旧庁舎のあった吉田地区からはもとより，岩倉・上高野方面からのアク

セスについても考慮して，可能な限り公共交通を利用して来庁できるよう，市バス 

６５号系統の経路を「左京区総合庁舎前」を通る経路に変更するなど来庁される皆

様の利便性確保に努めてまいりました。  

   また，平成２５年３月に実施したダイヤ改正においても，北行のみ「左京区総合

庁舎前」へ運行していた４号系統の一部を，南行でも運行することとし，更なるア

クセスの充実を図ったところです。 

  

○ 伏見区総合庁舎へのアクセスについては，徒歩圏内にバス停や鉄道駅もあること

から，バス路線の新設は予定しておりません。 

 

○ 今後とも，バス路線の新設に当たっては，安全に運行できる走行環境が確保され

ることや，採算性の面なども視野に考慮しながら総合的に判断し，「市民の足」と

しての役割を果たしてまいります。 

 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０６ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０６ 点字ブロックの敷設や歩道の整備など，全バス

停のバリアフリー化を全庁的支援のもとで促進するこ

と。 

 

○ 点字ブロックについては，道路管理者の協力の下，バス停留所１，５８６箇所の

うち６５７箇所（平成２５年１２月末現在）に敷設しております。今後も「京都市

みやこユニバーサルデザイン推進条例」に基づき，停留所施設を改良する時には，

点字ブロックの敷設をはじめ，停留所のバリアフリー化を推進するよう取り組んで

まいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０７ 福祉乗車証の磁気カード化をすすめること。 

 

○ 現在の福祉乗車証は，障害者手帳に福祉乗車証シールを貼付する形で交付してお

り，長期間の使用が可能です。 

  一方，磁気乗車証は，磁気の劣化に伴い年度ごとの更新が必要となり，多額の財

政負担を伴うため困難であると考えておりますが，どのような方法が利用者にとっ

て最善であるか，引き続き研究してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・市バス・地下鉄等福祉乗車証交付事業 １，５４８，３９８千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０８ 乗客代表，市民，学者，専門家，交通労働者，

行政などによる開かれた恒常的な「京都市交通問題懇

談会（仮称）」や行政区ごとの「交通懇談会」を設置

し，市民参加の論議を行うこと。地域ごとの地域交通

計画を策定すること。 

 

○ 本市では，「歩くまち・京都」の実現のため，市民委員，学識経験者，有識者，

経済団体，交通事業者，行政機関など幅広い委員に参画いただいている「歩くま

ち・京都」推進会議と戦略に掲げる３つの柱に関する推進マネジメント会議を設置

し，「歩くまち・京都」総合交通戦略を推進しております。 

 

○ また，観光地交通対策や，駅等のバリアフリー化の推進，「歩いて楽しいまちな

か戦略」などの実施プロジェクトごとに，市民をはじめ，関係団体，学識経験者，

交通事業者などの参画による研究会や協議会を開催し，施策・事業に対する合意形

成を図っており，今後とも，市民や関係団体をはじめ，多くの方々の御意見を踏ま

え，交通政策に係る課題の解決に向けて取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

・「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進       ６，９４４千円 

・京都のまちの活力を高める公共交通の検討      ５，０００千円 

・観光地等における自動車流入抑制策の検討      ５，０００千円 

・「歩いて楽しいまちなか戦略」の推進       ６３，０６８千円【充実】 

・「歩いて楽しいまちなかゾーン」の推進      ４１，７００千円【充実】 

・「歩くまち・京都」公共交通ネットワークの連携強化 ８，２３９千円【充実】 

・「歩くまち・京都」公共交通センターの支援     ２，０００千円 

・バス利用促進等総合対策事業           ４７，０００千円【充実】 

・「スローライフ京都」大作戦（モビリティ・マネジメントの推進） 

                          ２６，３３１千円 

・「歩いて楽しい東大路」歩行空間創出事業     ３０，５００千円 

・駅等のバリアフリー化の推進          １５７，６９３千円【充実】 

・観光地等交通対策（「歩いてこそ京都」魅力満喫大作戦） 

                          ２１，６００千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０９ 市バス，地下鉄の安全運転の基盤である，整備

部門の民間委託を撤回し，人的，技術的強化を図るた

め，整備士の計画的採用・養成をすすめること。 

 

○ 市バス，地下鉄の整備業務については，効率的な運営に留意しつつ，長年培って

きた技術と経験を引き継ぎ，安全運行のための適正な整備水準の確保や委託先への

指導監督等の安全管理の徹底を図るため，今後も必要な体制を確保してまいりま

す。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１０ 

要  望  内  容 回     答 

 

九 生活道路優先の道路環境整備を 

３１０ 鴨川東岸線の塩小路から岸上橋間（第３工区）

の道路整備計画は，撤回すること。 

 

 

○ 東日本大震災による被害を踏まえ，橋りょう対策をはじめとする防災・減災対策

を着実に実施するため，平成２４年３月に道路整備事業の見直しを行い，鴨川東岸

線の塩小路～岸ノ上橋間（第３工区）については，少なくとも平成２７年度まで事

業化を見送ることとしています。 

  今後は，現在，工事を進めている岸ノ上橋～二ノ橋放水路間（第２工区）の整備

状況，整備効果を十分に踏まえ，本市の厳しい財政状況等も勘案し，事業の在り方

を検討してまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１１ 国道９号線「西立体交差事業」は，千代原口交

差点の立体化のみにとどめ，国に見直しを求めるこ

と。 

 

○ 国道９号の京都西立体交差事業については，西京区の千代原口地区（千代原口交 

差点の立体化），右京区の葛野地区において，国土交通省が実施している事業で 

す。 

 

○ 西京区の千代原口地区については，平成２５年２月２３日に地下トンネルが開通

しました。現在，側道において，電線共同溝及び歩道の工事が進められておりま

す。 

 

○ 右京区の葛野地区については，千代原口地区や京都第二外環状道路（平成２５年

４月２１日開通）などの周辺道路の完成による今後の交通流動の変動等を踏まえ，

事業を推進していくと聞いております。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１１年 ８月 都市計画決定告示 

 平成１５年１０月 千代原口地区工事着手 

 平成２５年 ２月 千代原口地区・地下トンネル開通 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１２ 北泉通の拡幅と高野川架橋計画を中止するこ

と。 

 

○ 都市計画道路北泉通については，左京区総合庁舎への高野川東側からのアクセス

を飛躍的に向上させるものであり，重要な事業であると考えております。また，地

域住民から，早期完成を求める強い要望を頂いております。平成２６年度は，早期

完成を目指し，用地買収に取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・都市計画道路北泉通  用地補償費ほか ９５，０９５千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２０年度～２２年度 街路基本調査の実施 

平成２４年度      都市計画変更を実施，事業認可を取得 

 平成２５年度      用地買収及び詳細設計の実施 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１３ 通学路や生活道路について，警察や学校等の関

係機関と連携し，ゾーン対策，コミュニティー道路化

など安全対策・整備をすすめること。そのための予算

を増額すること。 

 

○ 本市では，平成２４年４月に東山区大和大路通及び亀岡市篠町で相次いで発生し

た交通事故を受け，通学路の安全確保に向けた取組を実施しました。 

この取組は，市内の全小学校を対象に実施した緊急総点検の結果を基に，行政区

ごとに設置している「土木事務所・警察署道路交通連絡会議」に，区役所や教育委

員会の参画を得て，要対策箇所を洗い出し，路面表示の補修やポストコーンの設

置，学校周辺の路側部・交差点部のカラー化などの対策に取り組み，平成２５年５

月に完了しました。 

  今後とも，通学路の対策の取組により得た知見を生かし，引き続き，区役所，教

育委員会，警察との緊密な連携の下，生活道路全般に対象を拡大し，安全対策に取

り組んでまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１４ 自転車駐輪場の整備をさらに促進すること。路

上駐輪場を積極的に設置すること。バイク・自動二輪

置場の確保に努めること。 

 

○ 本市では，民間事業者による自転車・バイク（原付及び自動二輪）駐輪場の整備

を推進するため，一定の要件を満たす場合，「民間自転車等駐車場整備助成金制

度」により，整備費の２／３を助成しています。 

 

○ 駐輪場整備とあわせて，放置自転車等の土曜・日曜・夜間撤去などの取組を強化

してきた結果，放置自転車台数が年々減少してきております。引き続き京都府警察

や地域の皆様と連携し，放置自転車問題の解決に向けて取り組んでまいります。 

 

○ また，自動二輪車の駐車対策として，原付を受け入れている市営自転車等駐車場

１８施設のうち，施設改修が不要な１１施設において，自動二輪（１２５ｃｃ以

下）を受け入れるため，自転車等駐車場条例等の改正を平成２６年２月市会に提案

します。 

 

○ なお，自動二輪車の駐車場を確保するため，一定規模以上かつ特定の建築物に駐

車場の設置を義務付けるとともに，設置する自動二輪車の駐車場の台数に応じて自

動車の付置義務台数を減らすことができる制度を新たに導入することを目的とし

て，駐車場条例の改正を平成２６年２月市会に提案します。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度 ２８，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２１年度   京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度の運用開始 

          改訂京都市自転車総合計画の策定 

          助成実績 １０件（自転車４６３台，バイク１９４台分） 

 平成２１～２２年度 

          御池通まちかど駐輪場の整備 

 平成２２年度   助成実績  ６件（自転車３１７台，バイク１８９台分） 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１４ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２２～２３年度 

          二条駅まちかど駐輪場の整備 

 平成２３年度   四条大宮まちかど駐輪場の整備 

          助成実績 １１件（自転車５７９台，バイク１２８台分） 

 平成２４年度   烏丸今出川路上駐輪場の整備 

          助成実績  ９件（自転車２４９台，バイク３０５台分） 

 平成２５年度   （仮称）立誠駐輪場の整備（予定） 

          （仮称）出町柳路上駐輪場の整備（予定） 

          助成実績 １１件（自転車４８０台，バイク１４２台分） 

          （予定） 

 平成２５年５月  付置義務駐車場の弾力的な活用による自動二輪車駐車場確保に 

          関する検討業務委託契約 

      ６月～ 自動二輪車利用者へのアンケート調査及び駐車場管理者への聞 

          取り調査 

     １１月 京都市駐車場条例の改正案に関するパブリックコメントの実施 

     １２月 パブリックコメントの取りまとめ 

  

 ＜バイク受入れ状況＞ 

  ・原動機付自転車（排気量５０cc以下）を受け入れている市営有料駐輪場 

     １８施設 ２，２２０台分 

  ・バイク(原動機付自転車及び自動二輪車)を受け入れている市営有料駐車場 

      ７施設   ３５６台分 

 

 

 

 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１５ 自転車専用レーンを拡充し，自転車道のネット

ワークを広げるなど，自転車走行環境の改善に努める

こと。 

 

○ 自転車通行環境の整備については，平成２４年３月に自転車通行環境整備の基本

方針と整備手法を定めた「自転車通行環境整備プログラム（整備方針）」（案）を

取りまとめ，今後，プログラムに基づき，地域住民等の意見を十分聞きながら，連

続性のある自転車通行環境ネットワークの整備を進めてまいります。 

 

○ 自転車通行環境の整備手法として，自転車レーンのほか，自転車道，自歩道内の

自転車通行部分の明示などがありますが，地域の課題やニーズ，交通状況等を踏ま

えて選定し，整備してまいります。 

 

○ 平成２４年度は，地下鉄の駅や学校，観光地，オフィスビルなどが多く存在し，

ネットワークの南北軸となる烏丸通（丸太町通～御池通）において自転車通行帯を

整備しました。また，平成２５年度は，東西の軸となる御池通において自転車歩行

者道の自転車通行区分の明確化を実施したほか，七条通において自転車道の整備も

着手しました。平成２６年度は，烏丸通において実証実験を実施し，御池通以南の

整備手法を選定してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・自転車通行環境整備事業（烏丸通） １３，３００千円 

（測量，実証実験） 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２１年度 自転車通行環境整備に係る現状調査 

平成２２年度 自転車通行環境整備に係る実証実験（御池通） 

 平成２３年度 「自転車通行環境整備プログラム（整備方針）」（案） 

        取りまとめ 

 平成２４年度 自転車通行環境整備工事（烏丸通）（丸太町通～御池通） 

 平成２５年度 自転車通行環境整備工事（御池通）（御池大橋～堀川通） 

        自転車通行環境整備工事（七条通）（大宮通～千本通） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１６ 

要  望  内  容 回     答 

 

十 公正・公開・市民参加の市政運営を 

３１６ 指定管理者制度の適用を行わないこと。現在，

同制度によって運用している事業については，公共

性・安全性の確保，労働法遵守など行政水準の後退を

まねかないよう予算措置を含め，公的責任を果たすこ

と。 

 

 

○ 指定管理者制度の導入に当たっては，「最も効率的な方法によって高品質で満足

度の高い市民サービスを安定的に供給する」という市政の基本的な目的に照らし

て，単に経済性や効率性のみならず，市民サービスの向上や行政責任の確保など多

角的な観点から検討を行うこととしております。今後とも，指定管理者制度の対象

となる施設については，積極的に同制度の導入に向けた検討を行ってまいります。 

  なお，同制度導入済みの施設については，「京都市公の施設の指定管理者制度運

用基本指針」に沿って適切に運用すること等により，公的責任を果たしているもの

と考えます。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 「京都市公の施設の指定管理者制度運用基本指針」において，次のように定めてい

ます。 

・制度の運用に当たっては，経済性や効率性のみならず，市民サービスの向上や行

政責任の確保など多角的な観点から検討を行う。 

・指定管理者の選定に当たっては，施設の利用に関し不当な差別的取扱いが行われ

るおそれがないこと等の基準に沿って審査する。 

・指定管理者からの定期的な報告の聴取，運営改善の指導など，常に適正な管理運

営を図るための点検，指導を行う。 

・施設の管理運営に関し，法令違反となる行為があったときには，指定管理者は速

やかに所管局等の長へ報告を行う。  



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１７ 技能労務職員の５０％削減，およびごみ収集業

務の５０％民間委託化方針を撤回し，直営を堅持する

こと。 

 

○ 環境政策局における「技能労務職員の５０％削減の段階的実施」及び「ごみ収集

業務の５０％委託化の計画的実施」については，「信頼回復と再生のための抜本改

革大綱」に掲げ，取組を進めてきたところです。 

 

○ ごみ収集業務については，学識経験者等による「ごみ収集業務の在り方検討会

議」における意見や市会での議論を踏まえ，「今後のごみ収集業務の在り方（仮

称）」を策定してまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１８ 債権管理条例（仮称）の制定を行わないこと。 

 

○ 債権管理条例は，債権管理の適正化及び債権回収を本市全体としてより一層推進

していくために，制定を検討しているものです。 

  今後，「京都市債権管理及び回収に関する基本指針」（平成２４年７月策定）の

取組状況や他都市の条例の運用状況等を踏まえ，引き続き，検討を進めてまいりま

す。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１９ 「資産有効活用」の名による市保有地の民間へ

の売却はやめ，住民の声を聞き，住民のために活用す

ること。 

 

○ 本市では，平成２４年６月に策定した「京都市資産有効活用基本方針」に基づ

き，本市自ら利用する必要がなくなった資産については，社会全体で有効に活用す

ることにより，市民サービスの向上や財政の健全化を促し，市民生活や地域経済を

含めた市全体の発展・活性化を目指すこととしております。 

  今後とも，資産の貸付けや売却等を積極的に進め，地域振興の推進や，福祉の充

実などのための財源を確保し，市民生活をしっかりと支えてまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２０ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２０ 全国でも本市でも急増する「防犯カメラ」の設

置・運用にあたっては，データの不当な流出，プライ

バシー保護などの権利侵害とならぬよう厳密な運用・

設置基準を定めること。 

・管理者に対して，プライバシー権，肖像権など，知

識・認識を正しくえられるよう，周知徹底の機会を充

分に設けること。 

・設置場所において，録画の有無，録画の目的，設置

者，連絡先を明示させること。 

 

○ 本市では，平成２４年度から自治連合会，町内会などの地域団体に対し，街頭防

犯カメラの導入費用の一部を補助する「街頭防犯カメラ設置促進補助事業」を実施

しています。 

 

○ 補助に当たっては，防犯カメラの適正管理，画像の利用・提供の制限，管理・運

用規程の策定，設置場所における名称・連絡先の明示等を定めた「京都府防犯カメ

ラの管理・運用に関するガイドライン」に基づく運用を求め，各団体に対し丁寧な

指導に努めております。 

  

○ 今後とも，ガイドラインに沿った適正な管理・運用を実施するよう，街頭防犯カ

メラの設置者・管理者に対し，周知を行ってまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・街頭防犯カメラ設置促進補助事業 ３９，２００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２３年度 街頭防犯カメラ設置促進モデル事業補助を実施（４学区に補助） 

 平成２４年度 街頭防犯カメラ設置促進補助事業の創設 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２１ 同和をはじめとした団体や個人への特別扱いを

一切やめること。一般行政に徹すること。 

 

○ 同和行政については，総点検委員会の報告を踏まえ，自立促進援助金制度の廃止

やコミュニティセンター施設の転用など，あらゆる特別扱いを排して，改革を推し

進めてきました。 

 

○ 今後についても，市民の理解と共感を得て，全ての人の人権が尊重される社会の

構築に向け，取組を推進してまいります。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２２ 「差別事象に係る対応についてのガイドライ

ン」は直ちに廃止すること。 

 

○ 「差別事象に係る対応についてのガイドライン」は，「同和問題に関わる差別事

象の処理に関する要綱」の廃止の経過を踏まえ，局区等が人権課題全般にわたって

適切な対応を図るうえで基本的な考え方を示すものとして必要なものと考えており

ます。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年３月 「同和問題に関わる差別事象の処理に関する要綱」の廃止 

      ５月 「差別事象に係る対応についてのガイドライン」の制定 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２３ 市立浴場料金は，民間浴場との是正を直ちに行

うこと。市立浴場財団の運営や役員体制，職員配置を

見直すこと。 

 

○ 市立浴場料金については，平成２６年２月１日から料金改定を実施し，大人料金

について民間浴場と同額としました。 

  また，平成２２年１１月市会において付された警告の趣旨を重く受け止め，理事

者と役員の兼職を見直すとともに，市立浴場運営財団に対しては，人件費の削減や

浴場運営の更なる効率化等，厳しく指導してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・市立浴場運営 ４５４，３７１千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜大人入浴料金の改定＞ 

  平成１９年４月１日から ２６０円 → ２９０円（３０円値上げ） 

  平成２１年５月１日から ２９０円 → ３３０円（４０円値上げ） 

  平成２４年３月１日から ３３０円 → ３７０円（４０円値上げ） 

  平成２６年２月１日から ３７０円 → ４１０円（４０円値上げ） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２４ 消費生活センターの相談件数に見合う相談体制

を強化すること。相談員の処遇を改善すること。 

 

○ 消費生活総合センターにおける相談体制については，平成２３年度に相談員を１

名増員し，相談時間の延長等を図るなど，市民の相談機会の拡充を実施してまいり

ました。 

   

○ 相談員の処遇については，複雑・高度化する相談内容に適切に対応できるよう，

研修への参加を積極的に行い，資質向上を図るなど，引き続き，相談員への支援強

化に努めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

・消費者相談  ６，０２３千円 

・多重債務相談   ７００千円 

 ・消費者啓発  ４，００７千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２５ 高齢者の消費者被害対策を強化すること。 

 

○ 高齢者からの相談を受けるに当たっては，判断能力の低下等により，自主交渉が

困難な場合が多いことから,事業者とのあっせん交渉を積極的に行うなどにより問

題解決を図っており，特にきめ細やかに対応しております。 

 

○ 一方，高齢者の消費者被害を未然に防ぐため，広報物を使っての啓発や講座・教

室等を開催するなど，高齢者自身あるいは高齢者を見守る立場にある方への啓発を

積極的に行うことにより，消費者被害の未然防止に努めております。 

 

○ 今後も引き続き，新たな手口にも十分注意しながら，高齢者への啓発を強化して

いくとともに，市民ボランティアや関係機関・関係団体と連携し，消費者被害に関

する注意喚起等の情報が行き渡るよう，努めてまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・消費者相談 ６，０２３千円 

 ・消費者啓発 ４，００７千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２６ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２６ 多重債務問題に対する情報提供・相談体制を充

実すること。そのための庁内関係部署との連携を強め

解決を図ること。 

 

○ 本市においては，これまでから，多重債務専用ダイヤルの開設等により多重債務

相談体制の強化を図るとともに，弁護士会への委託による多重債務特別相談窓口の

開設等の取組を進めることにより，相談機会の拡充を図ってまいりました。 

 

○ 近年，多重債務相談については，貸金業法の改正における過剰貸付を抑制するた

めの総量規制の導入や多重債務問題に対する本市における取組などにより，状況に

一定の改善が見られ，平成２４年度の本市における相談件数は，平成２２年度の３

分の１以下に減少するなど，年々減少傾向にあります。 

 

○ しかしながら，依然として多重債務問題でお困りの消費者がおられることから，

このような方々への対処は重要です。今後も，相談に応じられる専門体制を継続さ

せていくとともに，庁内関係部署とも連携し，相談窓口の周知をはじめ，契約時の

注意点などについての消費者教育に取り組んでまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・多重債務相談 ７００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１９年１０月 庁内に「多重債務問題対策専門委員会」を設置 

 「京都府多重債務問題関係機関対策協議会」に参画 

１２月 多重債務相談専用ダイヤル（２５６－３１６０）を開設 

平成２０年 ４月 京都弁護士会への委託により多重債務特別相談窓口を開設 

平成２２年 ６月 改正貸金業法の完全施行日に合わせ，府内各地で弁護士や司法 

書士による多重債務法律相談会を実施 

９月 多重債務特別相談とこころの健康相談を同一会場で実施（第 

２・第４水曜日） 

平成２３年 ５月 多重債務相談専用ダイヤル（２５６－３１６０）の相談受付時 

間を延長 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２７ 「きょうと男女共同参画推進プラン」を推進す

ること。 

・女性の働く権利を守り，働きやすい環境を整備するこ

と。 

・広範な女性団体や市民の意見を反映させること。 

・市職員の管理職，審議会委員の女性の登用率を高める

こと。 

 

○ 平成２３年３月に策定した「第４次男女共同参画計画きょうと男女共同参画推進

プラン」に基づき，引き続き，働く男女が性別による不利益な取扱いを受けること

なく，共に能力を発揮して，安心して働き続けられる環境づくりに取り組んでまい

ります。 

 

○ また，平成２４年３月に策定した「真のワーク・ライフ・バランス」推進計画に

基づき，平成２４年度からは，京都市「真のワーク・ライフ・バランス」推進企業

支援補助金制度による中小企業への支援や，「真のワーク・ライフ・バランス」の

推進に意欲的に取り組む企業への表彰を実施しています。そのほかにも，職場にお

ける男女共同参画の取組を促進するために専門家を派遣する，きょうと男女共同参

画推進アドバイザー派遣事業など，職場環境の整備に向けた取組を進めているとこ

ろです。 

 

○ 「第４次男女共同参画計画きょうと男女共同参画推進プラン」の策定に際して

は，素案の段階で，広く市民・関係団体に意見募集を行い，その内容を同プランに

反映しております。今後も，市民，団体，ＮＰＯなどの御協力を得て，しっかりと

プランを推進してまいります。 

 

○ 女性職員の登用については，平成２４年４月１日付けの係長級以上の職員全体に

占める女性の割合が２０．３％となり，「人材活性化プラン」（平成２１年３月策

定）に掲げた「２０％」という目標を達成しました。また，平成２５年３月に新た

に策定した「職員力・組織力向上プラン」において，「管理職への積極的な女性の

登用」を掲げており，平成２５年４月の定期異動では，課長級昇任者に占める女性

の割合が３１．１％（前年の約２倍）となっております。今後も引き続き，女性の

持てる能力をより一層引き出し，市政の隅々にまで女性の視点が行きわたるよう，

積極的に取組を進めてまいります。 

 

（次ページに続く）



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２７ 

要  望  内  容 回     答 

○ 審議会委員の女性の登用については，「第４次京都市男女共同参画推進計画」に

おいて，「女性委員の登用率が３５％を超える審議会の割合を５０％以上にする」

という目標を掲げ，女性委員の登用に努めています。平成２４年度末で５２．７％

となり，平成２４年度に続き目標を達成したところですが，今後も引き続き，積極

的な登用を目指して取り組んでまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２５年３月３１日現在 女性委員の登用率が３５％を超える審議会の割合 

                            ５２．７％ 

      ４月 １日現在 女性役付職員の比率      ２０．１％ 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２８ 所得税法５６条廃止を国に求めること。 

 

○ 所得税法第５６条において，家族従事者の給料収入は必要経費として認められて

いませんが，例外として，同法第５７条において，青色申告を行った場合は必要経

費に算入することが認められています。青色申告を行うことにより，正確な記帳，

記録に基づく家計と事業の分離が確保され，事業経営に資するものと考えていま

す。 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２９ ＤＶ相談支援センターの相談の増加にみあう体

制や支援の拡充を行うこと。民間シェルターへの補助

の拡充，公的シェルターの設置などを行うこと。被害

者の自立へ継続的支援を行うこと。 

 

○ 京都市ＤＶ相談支援センターにおいては，平成２４年度に非常勤嘱託員を１名増

員し，相談体制の充実を図ったところであり，今後も相談件数の増加等の推移を見

ながら，必要に応じて，体制や支援の拡充について適切に対応してまいります。 

 

○ 平成２３年度に民間シェルターへの家賃補助を２室から３室に拡充し，緊急時の

安全確保に係る援助制度を新設したほか，平成２４年度からは，警察や一時保護機

能を持つ京都府家庭支援総合センター等との会議を定例化するなど，連携強化に取

り組んでいるところです。今後も状況を勘案しながら，適切な安全確保の実施に引

き続き努めてまいります。 

 

○ 初期の相談から行政手続等への同行支援や，平成２４年度に始めたＤＶ被害者の

居場所づくり事業など自立生活に向けた支援まで，被害者に寄り添った継続的な支

援に重点的に取り組んでおり，今後も引き続き実施してまいります。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・ＤＶ相談支援センターの運営及びＤＶ被害者支援事業 ５６，２９２千円 

  

（経過・これまでの取組等） 

 平成１７年 ４月 京都市民間緊急一時保護施設（民間シェルター）補助金の支給 

          シェルターを運営する民間団体に対し，家賃に要する費用を助 

          成 

 平成２３年１０月 京都市ＤＶ相談支援センター開所 

          京都市配偶者等からの暴力被害者緊急一時避難支援事業 

          ＤＶ被害者の緊急時における安全の確保を行った場合に，シェ 

          ルター等を運営する団体に対し，生活諸費相当額を支給 

 平成２４年 ４月 ＤＶ相談支援センターの非常勤嘱託職員を１名増員 

 平成２５年 ４月 男性のためのＤＶ電話相談窓口を開設 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３０ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３０ 外国籍市民の地方参政権をただちに実現するよ

う国に強く求めること。 

 

○ 本市は，多文化共生社会の実現を目指しており，外国籍市民の市政参加は重要な

課題と考えていますが，永住外国人への地方参政権付与については，国会において

十分議論が尽くされるべき問題であると認識しており，国会の動きを見守りたいと

考えております。  

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３１ 京都市過疎地域自立促進計画は，住民本位で策

定すること。 

 

○ 本市では，京北地域の合併以降，京都市・京北町合併建設計画や京都市過疎地域

自立促進計画に基づき，幹線道路や水道施設，道の駅整備，農業振興や林業振興等

の各種事業を着実に実施し，地域住民の悲願でもある「京北トンネル」が開通する

など，京北地域の活性化の基盤となるインフラ整備は大きく進展しているところで

す。 

 

○ 引き続き，地域の自主的な取組を支援するとともに，今後策定予定の新たな京都

市過疎地域自立促進計画においても，更なる産業振興や定住促進など，京北地域の

将来を見据えたまちづくりを目指してまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１７年１１月 合併に伴い「京都市過疎地域自立促進計画（平成１７年度～ 

２１年度）」を策定 

 平成２２年１１月 過疎地域自立促進特別措置法の期限延長の法改正に伴い「京都

市過疎地域自立促進計画（平成２２年度～２７年度）」を策定 

 平成２４年 ６月 法期限を平成３２年度まで延長する改正法施行 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３２ 行政の主導による市民と市職員・企業への「人

権啓発」や研修の押しつけと参加の強要はやめるこ

と。 

 

○ 様々な人権問題の解決のためには，市民及び企業等社会を構成する一人一人が自

ら人権問題について気付き，考え，行動することによって，人権尊重の気風を醸成

することがより重要となります。こうした理念の下，市民及び企業等が自発的に人

権について学習する機会の提供や，自主的な活動への支援などに努めてまいりま

す。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・人権文化推進計画の推進（市民啓発事業） ３９，４４４千円 

 ・人権文化推進計画の推進（企業啓発事業）  ３，４３０千円 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３３ 意見表明権など子どもの権利や発達を保障する

「子どもの権利条例（仮称）」を制定すること。国連

子どもの権利条約の視点ですべての行政施策の点検を

行うこと。 

 

○ 本市では，子どもの権利条約の理念も踏まえながら，次代を担う子どもたちが健

やかに生まれ育つ社会を目指し，大人として何をすべきか，市民共通の行動規範と

なる「子どもを共に育む京都市民憲章」を制定するとともに，平成２３年４月に

は，この憲章を総合的に推進する「子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に

関する条例」を施行しております。 

  今後とも，憲章の理念に通じる実践行動の輪をより一層大きなものとするため，

全庁を挙げての取組はもとより，市民と行政が協働して，普及促進に取り組んでま

いります。 

 

○ 子どもの権利条約では，児童に関する全ての措置を取るに当たっては，児童の最

善の利益が主として考慮されるものとされており，京都市の子育て支援施策の総合

的な計画である「京都市未来こどもプラン」では，基本方針の一つとして，「子ど

もの最善の利益を追求する」ことを掲げ，子どもの人権と幸せを第一に考えた取組

を進めております。また，「京都市未来こどもプラン」については，「京都子ども

ネットワーク連絡会議」において施策の進捗を点検し，計画の取組状況について，

毎年度，公表しております。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例の推進 

                              ６，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２３年４月 子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例施行 

 平成２６年１月 子どもを共に育む京都市民憲章推進協議会から，答申「子どもを 

共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する具体的方策及び条例 

の見直しについて」提出 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３４ 学校統廃合による学校跡地の活用については，

関係者と住民の声を反映すること。 

 

○ 市民の貴重な財産である学校跡地の活用については，平成２４年７月に，地域の

意見を反映する機会を設けた学校跡地活用に係る「市民等提案制度」を創設し，民

間等事業者の活力をいかした提案を広く募集しているところです。 

  今後とも，政策課題への対応や地域及び市全体の活性化に資する活用の実現に向

けて，地域の皆様の御理解の下，取組を進めてまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２３年１１月 「学校跡地活用の今後の進め方の方針」策定 

 平成２４年 ７月 学校跡地活用に係る「市民等提案制度」の創設・提案募集開始 

平成２５年 ４月 学校跡地活用に係る「市民等提案制度」の募集内容の一部を改

正（本市使用の必要等により敷地の全部又は一部を活用対象か

ら除外すること及び転貸しを一部許容する改正を行った。） 

 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３５ 被爆者援護と平和行政の具体化と推進を図るこ

と。 

・広島，長崎への修学旅行の実施や被爆体験を聞くこと

など，平和の学習を強めること。 

 

 

 

 

・高齢化が進む被爆者に対する実態調査を行い，被爆者

援護施策を強化すること。 

 

 

・被爆２世，３世の医療費補助を創設すること。 

 

 

 

・ 国に対して，現在の原爆症認定基準を原爆症認定訴訟

判決をふまえて，早急に見直すよう強く求めること。 

 

 

・平和首長会議がすすめる「２０２０ビジョン」の早期

達成，核兵器禁止条約の交渉開始を他の自治体と協力

して日本政府を始め各国政府に働きかけること。原爆

展の毎年開催など独自の取り組みを行うこと。市民が

取り組む原爆展を積極的に後援し，公共施設を使える

ようにすること。 

 

 

 

 

 

 

○ 本市立学校においては，学習指導要領を踏まえ，社会科，道徳の時間等を通じた

教育活動をはじめ，広島・長崎・沖縄などへの修学旅行においても被爆体験も含む

戦争体験講話の聴講や，京都市図書館での平和関連図書コーナーの設置など，これ

までから平和学習に取り組んでおり，今後も同様の取組の充実に努めてまいりま

す。 

 

○ 被爆者に対する実態調査については，各保健センターで実施している健康診断等

により被爆者の方々の健康状態については一定把握していますが，今後とも被爆者

の方々の健康状態の把握に努めてまいります。 

 

○ 被爆者の援護施策については，国の責務であり，都道府県が行うべき業務となっ

ており，被爆者の子や孫である被爆２世，３世への援護についても国において検討

されるべきものと考えております。 

  

○ 原爆症認定基準の見直しについては，現在，被爆者や専門家で組織される厚生労

働省の検討会により，議論が行われているところです。本市としては，今後とも国

の動きを注視してまいります。 

 

○ 本市においては，２０２０年までの核兵器廃絶の実現に向けた「ヒロシマ・ナガ

サキ議定書」に賛同する旨の国際署名や，「北東アジア非核兵器地帯化を支持する

声明」に賛同する旨の国際署名を行うなど，平和首長会議と共に，核廃絶を求める

声を国際社会に伝えるための取組を行ってきたところです。 

 

○ また，本市独自に，「平和祈念事業」や「ヒロシマ・ナガサキ被爆の実相等に関

するポスター展」の開催など，平和に関する様々な取組を実施してきたところであ

り，今後とも取組を進めてまいります。 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ６ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３５ 

要  望  内  容 回     答 

・本市の被爆者団体への補助金をただちに元に戻すこ

と。語り部や相談活動への支援などを拡充すること。 

○ 被爆者団体への被爆者援護事業補助金については，語り部や相談活動等の各種事

業を援助する目的で交付しておりますが，この補助金の削減については，平成１０

年からの市政改革行動計画における全市的な補助金の見直しを踏まえたものであ

り，本市の厳しい財政状況から，回復又は拡充することは極めて困難です。 

 

（平成２６年度予算額） 

 ・被爆者援護事業補助金 ４００千円 


